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 資料 1  

第 51 回コーデックス連絡協議会 

 

日時：平成 25 年２月８日（金） 

14:00 ～ 17:00 

場所：霞が関中央合同庁舎 4 号館  

共用会議室 1219～1221 号室 

 

議  事  次  第 

１．議題 

○最近のコーデックス委員会で検討された議題について 

① 第32回 魚類・水産製品部会 

② 第26回 加工果実・野菜部会 

③ 第18回 アジア地域調整部会 

④ 第44回 食品衛生部会 

⑤ 第34回 栄養・特殊用途食品部会 

 ○今後のコーデックス委員会で検討される議題について 

⑥ 第20回 食品輸出入検査・認証制度部会 

⑦ 第23回 油脂部会 

⑧ 第34回 分析・サンプリング法部会 

⑨ 第45回 食品添加物部会 

２．その他 
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資料 2  

 

 

コーデックス連絡協議会委員 

 

（敬称略 50音順） 

岩田
い わ た

 修二
しゅうじ

   特定非営利活動法人 国際生命科学研究機構 事務局次長 

 

鬼武
おにたけ

 一夫
か ず お

   日本生活協同組合連合会 品質保証本部 安全政策推進室 室長 

 

春見
か す み

 隆
たか

文
ふみ

     日本大学 生物資源科学部 農芸化学科 教授 

 

門間
か ど ま

  裕
ひろし

    財団法人 食品産業センター 参与 

 

神田
か ん だ

 敏子
と し こ

    公益社団法人 

日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会 専門委員 

 

柴田
し ば た

 温
あつし

    全国農業協同組合連合会 営農販売企画部 

リテール事業課 課長 

 

高谷
た か や

 幸
さとし

    社団法人 日本食品衛生協会 専務理事 

 

田中
た な か

 弘之
ひろゆき

   東京家政学院大学 現代生活学部 健康栄養学科 教授 

 

蓮尾
は す お

 隆子
た か こ

   家庭栄養研究会 副会長 

 

平川
ひらかわ

 忠
ただし

    日本食品添加物協会 常務理事 

 

細野
ほ そ の

 明義
あきよし

    財団法人 日本乳業技術協会 常務理事 

 

山浦
やまうら

 康
やす

明
あき

    特定非営利活動法人 日本消費者連盟 共同代表運営委員 

 

山根
や ま ね

 香織
か お り

   主婦連合会 会長 

 

吉池
よしいけ

 信男
の ぶ お

   青森県立保健大学健康科学部栄養学科 教授 
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資料 3 

第 51 回コーデックス連絡協議会 会場配置図 

 

平成 25年 2月 8日（金）14:00～17:00 

霞ヶ関中央合同庁舎 4号館 12階 

共用会議室 1219～1221号室 

 

 

 

 

 

 

 

                                                     

 

 

 

 
 
                                        
 
  
 

     岩田 委員 ○                 ○ 柴田 委員 
 

細野 委員 ○                 ○ 蓮尾 委員 
      

神田 委員 ○                 ○ 吉池 委員 
 

     平川 委員 ○                  
 
 
 
 
 

 

              報 道 関 係 者               

 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

傍 聴（ 90名 ） 

事 務 局 等 

（
農
水
）
辻
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庁
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際
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品
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高
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事 務 局 等 
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資料 4-(1) 
 

FAO/WHO 合同食品規格計画 

 

第 32 回魚類・水産製品部会 
 

日時：2012年 10月 1日（月）～10 月 5日（金） 

場所：バリ（インドネシア） 

 

仮 議 題 

１．  議題の採択 

２．(a) コーデックス総会及びその他の部会からの付託事項 

２．(b) FAO/WHOから提起された事項 

３． 
くん製魚、風味付けされたくん製魚、乾燥くん製魚製品の規格案  

食品添加物のセクション（ステップ 7） 

４．  急速冷凍ホタテ貝柱の規格案（ステップ 7） 

５． 生鮮／活及び冷凍アワビ（Haliotis属）の規格案（ステップ 7） 

６． ホタテ貝の加工に関する実施規範原案（ステップ 4） 

７． 
生及び活二枚貝の規格におけるバイオトキシンの参照法及び確認法の

性能基準原案（ステップ 4） 

８． 
生及び活二枚貝の規格におけるバイオトキシンのスクリーニング法の

性能基準原案（ステップ 4） 

９． 
急速冷凍フィッシュスティックの規格修正（South Atlantic Hakeの窒

素係数）（ステップ 4） 

１０． 
魚類及び水産製品に関する規格における魚種を追加するための手続き

改訂原案（ステップ 4） 

１１． 
魚類及び水産製品に関する実施規範原案（チョウザメキャビアのセク

ション）（ステップ 4） 

１２． 
魚類及び水産製品に関する実施規範原案の討議文書（最終製品に対す

る任意の要求に関する別添について） 

１３． 魚類及び水産製品に関する規格における食品添加物条項案 

１４． ヒスタミンに関する討議文書 

１５． フィッシュソースの実施規範に関する討議文書 

１６． 次回会合の日程及び開催地 

１７． 報告書の採択 

※ 標記会合に先立ち、2012 年 9 月 30 日（日）に「ホタテ貝の加工に関する実施規範原

案に関する作業部会」が開催された。 
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資料 4-(2) 
 

FAO/WHO 合同食品規格計画 

第 32 回魚類・水産製品部会概要 

 

1．日時及び開催場所     

日時：2012 年 10 月 1 日（月）～10 月 5 日（金） 

場所： バリ（インドネシア） 

2. 参加国及び国際機関 

 55 加盟国、１加盟機関（EU）、２国際機関から 175 名 

3．我が国からの出席者 

厚生労働省医薬食品局食品安全部基準審査課 

（国立保健医療科学院国際協力研究部上席主任研究官） 

豊福 肇 

厚生労働省医薬食品局食品安全部基準審査課衛生専門官 仲川 玲 

農林水産省水産庁漁政部加工流通課課長補佐  富永 温夫 

農林水産省消費・安全局消費・安全政策課国際基準専門官 

（テクニカルアドバイザー） 

（独）水産総合研究センター中央水産研究所 

水産物応用開発研究センター 衛生管理グループ長 

近藤 喜清 

 

鈴木 敏之 

4．概要 

議題 1 議題の採択 

議長から、議題 15 の後に「その他の事項及び今後の作業」を加えることが提案さ

れ、合意された。また、議題 3（くん製魚等の食品添加物）及び議題 7と 8（マリン

バイオトキシンの性能基準）を検討する会期内作業部会（議長国はいずれも米国）

を設けることが提案され、合意された。 

 

 

議題 2a コーデックス総会及びその他の部会からの付託事項 

コーデックス事務局から総会及び他の部会からの報告や付託事項について説明が

された後に議論が行われた。主な議論の概要は以下の通り。 

ア 魚類のメチル水銀 

ニュージーランドから、汚染物質部会（ＣＣＣＦ）での魚類のメチル水銀に関

する検討において、魚類に関して専門知識を有する本部会からもコメントすべき

旨指摘があった。事務局からは、ＣＣＣＦにおけるメチル水銀の検討は、新たな

作業が開始されているわけではなく、コーデックスの基準値見直しの必要性を検

討するための討議文書の作成が行われている段階であり、新規作業が開始される

場合には、執行委員会から他の適切な部会に対しても指示が出る旨説明があった。 

 

イ 有機養殖 

ノルウェーは、食品表示部会（ＣＣＦＬ）において検討されている有機養殖に
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資料 4-(2) 
 

ついて、既存の行動規範等と齟齬や重複がないようにすること、有機養殖に関す

る文書に対して本部会がコメントする機会を設けることをＣＣＦＬに対して求め

ることを提案した。事務局は、ＣＣＦＬでの検討は、有機養殖に求められる事項

についてまとめるものであり、既存の作業との重複は起こりえないと説明した。

また、事務局は、各加盟国等は、ＣＣＦＬの出席者に水産の専門家が含まれるよ

う、国または地域内で検討することを求めた。 

 

ウ フィッシュソース 

フィッシュソースに添加する酒石酸の濃度については、食品添加物部会からの

提案通りとすることが合意された（200mg/kg）。 

 

エ 二枚貝規格におけるサルモネラ属菌の扱い 

活及び生の二枚貝の規格(Codex STAN 292-2008)中のサルモネラ属菌の規準を削除

し、魚類及び水産食品の実施規範（CAC/RCP 52-2003）に「環境モニタリングやその

他サーベイランスの結果によって示唆される疫学的な状況を考慮して適切な場合に

は、規制当局はサルモネラ属菌の規準の実施を決定しても良い」との規定を追加す

ることが食品衛生部会（CCFH）で合意されたことが、本部会に勧告された。 

サルモネラ属菌の基準を削除することは合意されたが、一方で、CCFH で勧告され

た規定を追加することについては、勧告どおり追加すべきとする意見と、活及び生

の二枚貝の規格のセクション 7.2.2.2 の記載で十分であるため追加する必要はない

とする意見が出された。議論の結果、セクション 7.2.2.2 と CCFH の勧告文はそれぞ

れモニタリングの実施と基準の設定についてであり、若干意味が異なるため、セク

ション 7.2.2.2 の最終文として、CCFH の勧告文をそのまま追加することで合意され

た。 

 

オ 食品中のウイルス制御に関する衛生実施規範 

食品中のウイルス制御に関する衛生実施規範の採択について情報提供されたが、

本衛生規範には二枚貝の A型肝炎ウイルス及びノロウイルスの制御の付属文書があ

ることから、作業の重複を避けるために部会間での情報共有が必要であること、ま

た本実施規範の策定段階で本部会に照会されるべきとの意見がだされた。 

なお、魚類及び水産製品に関する実施規範（CAC/RCP 52-2003）、海産物中の病原

性ビブリオ属菌の管理における食品衛生の一般原則適用に関するガイドライン

（CAC/GL 73-2010）の二枚貝中の腸炎ビブリオ及びビブリオ・バルニフィカスの管

理手法に関する付属文書及び本衛生実施規範の二枚貝の A型肝炎ウイルス及びノロ

ウイルスの制御の付属文書を参照する修正を加えることとし、第 36 回総会に諮るこ

とで合意された。  

オーストラリアからは、食品中のウイルス制御に関する衛生実施規範の二枚貝に

関する付属文書中のサンプリング法や PCR 法による検査結果の解釈について修正が

必要であることが提案された。 
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資料 4-(2) 
 

 

議題 2b FAO/WHO から提起された事項 

 FAO（食糧農業機関）及び WHO（世界保健機関）が水産製品に関して実施した、二

枚貝におけるサルモネラ属菌、二枚貝におけるビブリオ属菌、及び魚・水産製品に

おけるヒスタミンの専門家会合の結果について説明がなされた。 

 サルモネラ属菌については、2011 年 10 月に開催された専門家会合の報告がなさ

れた。①二枚貝とサルモネラ食中毒との関連を示す疫学的な知見はほとんどなく、

活二枚貝が頻繁に食中毒を引き起こすことはない、②サルモネラ属菌に関する微生

物規格は非常に限られた公衆衛生の保護しかもたらさない、と結論づけたことが報

告された。 

 ビブリオ属菌については、2011 年 10 月に専門家会合が開催され、ビブリオ属菌

の現在の検査方法の性能特性についての評価が行われ、その結果を基に本年１１月

にシンガポールで検査法のトレーニングが開催される予定であること等について報

告された。 

ヒスタミンについては、2012 年７月に開催された専門家会合の報告がなされた。

①ヒスタミンは腐敗の適切な指標ではないこと、②ヒトのデータから、ヒスタミン

の無毒性量（NOAEL）は 50 mg とされ、魚及び魚製品 250g を一回の喫食量とした場

合、魚及び魚製品中のヒスタミン濃度の安全限界は 200 mg/kg となること、③ヒス

タミン食中毒と関連する魚種のリストを作成したこと、④ヒスタミンは適正衛生規

範（GHP）や危害分析重要管理点方式（HACCP）の実施により、容易にコントロール

可能であり、検査は HACCP や管理の検証として行うべきこと、が専門家会合で取り

まとめられたことが報告された。 

 

議題 3 くん製魚、風味付けされたくん製魚、乾燥くん製魚製品の規格案（食品添

加物のセクション）（ステップ 7） 

前回会合で合意されなかった食品添加物のセクションについて、会期内作業部会

が設置され、作業部会での検討結果について本会議で議論された。 

作業部会からは、食品分類としては 9.2.5 とし、使用する添加物は GSFA に掲載

されている添加物を基本とするが、くん製魚規格の中で検討している添加物と GSFA

の食品分類 9.2.5 で使用が認められている添加物との間には乖離があることが指摘

されるとともに、使用を認める機能分類とその技術的正当性及び使用を認める添加

物のリストが報告された。議論の結果、多くの添加物についてその使用と濃度が合

意され、CCFA の承認を経たうえでステップ 8 として総会に諮ることとなったが、

Brilliant Blue FCF（ブリリアントブルー）、Caramel I – plain caramel（キャラ

メル色素）、Sodium nitrite（亜硝酸ナトリウム）については、ステップ 6として次

回会合で再び検討することとなった。 

 

議題 4 急速冷凍ホタテ貝柱の規格案（ステップ 7） 

規格の対象を①生及び冷凍ホタテ貝柱、②生及び冷凍の卵付きホタテ貝柱、③添
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資料 4-(2) 
 

加物と共に又は水だけを加水した冷凍ホタテ貝柱（卵付き含む）④生の加水したホ

タテ貝柱（卵付き含む））とすることが合意された。また、残存する砂等の異物につ

いて「不快に感じるレベル(objectionable level)」の混入があった際に欠陥とする

ことが合意された。 

一方、「製品に求められる品質について定めた規定を満たしていることを確認する

ための科学的な基準を各国が定め、輸出国が輸出されるホタテについて科学的な情

報を有している場合には、輸入国が定めた基準について種ごとに検討することを求

めることができる」とする規定や許容される寄生虫の混入率等を巡って議論が収束

せず、当該規格をステップ 6のままとすることが合意された。 

 

 

議題 5 生鮮／活及び冷凍アワビ（Haliotis 属）の規格案（ステップ 7） 

 

内臓等を除去した加工品に対しては、汚染物質や貝毒に関する規格を適用しない

ことが提案されていたが、我が国より、セイヨウトコブシで内臓よりも筋肉から高

濃度のマリンバイオトキシンが検出された事例を紹介し、内臓や外套膜を除去した

加工品であってもマリンバイオトキシンのリスクがあることを指摘した結果、加工

品に対しても汚染物質や貝毒に関する規格が適用されることとなった。この他、添

加物に関するパラの削除等の修正を行った上で、当該規格案はステップ 8として次

回総会に諮ることで合意された。 

 

議題 6 ホタテ貝の加工に関する実施規範原案（ステップ 4） 

本部会の前日に開催された作業部会の議長を務めたカナダより、作業部会におけ

る検討結果が報告された。規格案の検討に於いて規格の対象を含む多くの修正が行

われたことから、規格との整合性を確保することの必要性が指摘された。議論の結

果、ステップ２／３に戻し、カナダを議長国とする電子的作業部会で規格原案を作

成し、次回会合で議論することが合意された。 

 

議題 7  生及び活二枚貝の規格におけるバイオトキシンの参照法及び確認法の性

能基準原案（ステップ 4） 

（経緯） 

生及び活二枚貝の規格に含めるバイオトキシンの種類及び基準値について第 29

回会合で合意されて以降、バイオトキシンの分析方法等を示したリストについて電

子作業部会（議長国：カナダ）を設置し検討がなされていた。 

 

（結果） 

バイオトキシンの検査法の Performance criteria（性能基準）の原案については、

幾つかコメントが寄せられたこと、またコーデックス手続きマニュアルのクライテ

リアとの整合性がより必要であることが指摘された。そのため、会期内作業部会（議
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長国：米国）を設置し、多くの国の懸念事項を反映している米国からの提案を基に

作業し、修正案を部会で議論することとされた。 

作業部会の議長を務めた米国から修正案については、性能基準に必要のないと考

えられる事項については削除し大幅に簡略化されたこと、また性能基準に柔軟性を

もたらせ、高速液体クロマトグラフィー（HPLC 法）以外にも、多くの国で用いられ

ている麻痺性貝毒を対象としたマウスバイオアッセイ法も含まれるよう作成された

こと等が報告された。 

EU からは参照法については 1つの方法に統一されることが望ましく、マウスバイ

オアッセイ法は検査上の欠点や倫理上の問題があることから、将来的には代替法を

用いるよう努力が必要であることが指摘された。これに対し、米国からは、倫理上

の問題については本部会での委任事項ではないこと、また検査上の欠点については

他の検査法についても同様のことが言える旨発言があった。 

最低許容範囲（minimum applicable range）、LOD（検出限界）と LOQ（定量下限）

のどちらを適用するかについては、分析・サンプリング法部会（CCMAS）に確認する

こととされた。 

議論の結果、本性能基準原案はステップ 5で第 36 回総会に諮った後、次回会合で

引き続き議論することが合意された。 

 

議題 8 生及び活二枚貝の規格におけるバイオトキシンのスクリーニング法の性能

基準原案（ステップ 4） 

（経緯） 

本作業が新規作業として提案されたのは、前回会合で参照法及び確認法の基準を

議論している中で、多くの国で使用されているが基準に適合しない方法、特にマウ

スバイオアッセイ法についてはスクリーニング法として使用できるようにするため

であった。 

（結果） 

上記、議題７において、参照法及び確認法の性能基準の中でマウスバイオアッセ

イ法も認められることとなったため、本作業については中止することが合意され、

その旨、第 36 回総会に報告されることとなった。 

 

議題 9 急速冷凍フィッシュスティックの規格修正（South Atlantic Hake の窒素

係数）（ステップ 4） 

南アフリカが提案していた South Atlantic Hake（南大西洋ヘイク）の窒素係数

は、南アフリカの提案通り、二つの異なった形態（フィレ、ミンチ）でそれぞれ窒

素係数を定めることが合意された。 

米国は、窒素係数について、同じ魚種でも個体間でばらつきがあり、魚種間で大

きな差が認められないことから、そもそも窒素係数を魚種ごとに定めることに意味

があるのかと問題提起した。議論の結果、米国、英国及びニュージーランドを中心

に討議文書を作成し、窒素係数の有効性等について次回会合で検討することとなっ
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た。 

 

議題 10 魚類及び水産製品に関する規格における魚種を追加するための手続き改

訂原案（ステップ 4） 

EU 等は、魚種の追加にあたっては、貿易量や資源量は必要な情報であり、必ず求

めるべきとしたが、米国は、候補種の漁獲量や資源量に関するデータの要求は、不

要な貿易障壁になりかねないとして削除を要求し、フィリピンやニュージーランド

も、削除するか、残すのであれば「データが利用可能であれば」等の文言が必要で

あるとした。議論の結果、「可能であれば(if available)」を付して、貿易量や資源

量に関する規定を残すことが合意された。 

その他いくつかの修正を行った結果、当該改定原案は、ステップ 5/8 として総会

に諮られることとなった。 

 

議題 11  魚類及び水産製品に関する実施規範原案（チョウザメキャビアのセクシ

ョン）（ステップ 4） 

電子作業部会の議長を務めたイランから報告が行われた。米国等複数のメンバー

がさらなる検討の必要性を主張したことから、ステップ 2、3に戻し、イランを議長

国とする電子作業部会で引き続き検討することとなった。 

 

 

議題 12 魚類及び水産製品に関する実施規範原案の討議文書（最終製品に対する任

意の要求に関する別添について） 

コーデックス事務局は、同実施規範に添付される予定の最終製品に対する任意の

要求に関する別添の今後の進め方について検討することを部会に対して求めた。 

同行動規範の中でしばしば引用されている付属文書 I “Modified Atmosphere 

Packing”（鮮度保持包装）については、作業を進めるべきとされたが、それ以外の

付属文書については、すでに作成が進められている付属文書案を事務局が回章し、

既存の規格に組み込むことも含めて次回会合において検討することとなった。 

 

議題 13 魚類及び水産製品に関する規格における食品添加物条項案 

引き続き既存規格の添加物規定についてレビューをおこなうために、EU 及び米国

を議長とする電子作業部会を設置し、くん製魚規格で行ったのと同様の作業を他の

規格に対しても行っていくことが合意された。 

 

議題 14 ヒスタミンに関する討議文書 

（経緯） 

前回会合で、より一般的な見地からヒスタミンの公衆衛生上のリスクを検討する

必要があることから、電子作業部会（議長国：日本、アメリカ）を設置し、FAO/WHO

の専門家会合を踏まえて討議文書を作成することとなっていた。 
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（結果） 

電子作業部会の議長国として我が国は、本作業の経緯や専門家会合の開催が遅い

時期になったことから、予定していた電子作業部会が開催できなかったことなど状

況を説明した。また、新たに電子作業部会を設置し、①専門家会合の結果をどのよ

うに魚類及び水産製品の実施規範に反映するか検討、②FAO/WHO に新たに助言を求

める必要がある事項の検討、③専門家会合の報告書で明確化が必要なところを確認、

④ヒスタミンの衛生基準及びそれに関係するサンプリングプランの提案、⑤CCFH か

らの見解を踏まえた、ヒスタミンの衛生基準及びサンプリングプランの策定、につ

いて作業することを提案した。 

新たな電子作業部会の設置について、主な議論は以下のとおり。 

 フランスより、FAO/WHO 専門家会合ではその他のアミン類も検討していること

から、新たな電子作業部会にもその他のアミン類について記載すべきとの提

案があったが、議長より、作業部会の委任事項中に専門家会合の報告書の評

価が含まれるため、その他のアミン類についても検討することとなっている

ことから、敢えて記載する必要はない旨説明があった。 

 CCFH に対して検討を付託する理由及び付託事項について議長より質問された

ところ、ヒスタミンの発生は CCFH で検討されている微生物基準に該当するこ

と、またサンプリングプランや標準偏差について CCFH に助言を求める必要が

あることを、我が国から説明した。 

議論の結果、まずは電子作業部会での検討を踏まえて、今後どのように作業を進

めるか次回会合で議論することが適切であるとされ、電子作業部会の委任事項案に

修正を加えた上で、電子作業部会（議長国：日本、米国）を設置することで合意さ

れた。 

 

議題 15 フィッシュソースの実施規範に関する討議文書 

タイ及びベトナムより、フィッシュソース規格の策定を踏まえて製造実施規範の

策定作業の開始が提案された。作業開始に反対する意見はなかったことから、第 36

回総会に新規作業として承認を求めること、並びに、タイ及びベトナムを議長国と

する電子作業部会を設置し、次回会合までに規範原案を作成することが合意された。 

 

議題 16 その他の事項及び今後の作業 

その他の事項については提案されなかった。 

 

議題 17 次回会合の日程及び開催地 

第 33 回会合は、主催国とコーデックス事務局の確認が得られれば約 18 カ月後に

ノルウェーで開催される予定であるが、具体的な日程や開催都市は示されなかった。 
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魚類・水産製品部会の作業と今後のアクション 

事項 ステップ 今後のアクション 

生及び活二枚貝の規格、魚類及び水産製

品に関する実施規範 
- 第 36回総会 

くん製魚、風味付けされたくん製魚、乾燥く

ん製魚製品の規格案 
8 第 36回総会 

生鮮／活及び冷凍アワビ（Haliotis 属）の規

格案 
8 第 36回総会 

急速冷凍フィッシュスティックの規格修正

（South Atlantic Hakeの窒素係数） 
5/8 第 36回総会 

魚類及び水産製品に関する規格における魚

種を追加するための手続き改訂原案 
5/8 第 36回総会 

生及び活二枚貝の規格におけるバイオトキ

シンの参照法及び確認法の性能基準原案 
5 

第 36回総会 

第 33回 CCFFP 

くん製魚、風味付けされたくん製魚、乾燥く

ん製魚製品の規格案 食品添加物のセクシ

ョン 

6 第 33回 CCFFP 

生、活及び急速冷凍ホタテ貝柱の規格案 6 第 33回 CCFFP 

ホタテ貝の加工に関する実施規範原案 2/3 

電子作業部会 

（議長国：カナダ） 

第 33回 CCFFP 

魚類及び水産製品に関する実施規範原案

（チョウザメキャビアのセクション） 
2/3 

電子作業部会 

（議長国：イラン） 

第 33回 CCFFP 

フィッシュソースの実施規範原案 1/2/3 

第 36回総会 

電子作業部会 

（議長国：タイ、ベトナム） 

第 33回 CCFFP 

魚類及び水産製品に関する実施規範原案 - 第 33回 CCFFP 

魚類及び水産製品に関する規格における食

品添加物条項案 
- 

電子作業部会 

（議長国：EU、米国） 

第 33回 CCFFP 

ヒスタミンに関する討議文書 - 

電子作業部会 

（議長国：日本、米国） 

第 33回 CCFFP 

窒素係数に関する討議文書  
米国、イギリス、ニュージーランド 

第 33回 CCFFP 
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FAO/WHO合同食品規格計画 

第２６回加工果実・野菜部会 

 

日時：２０１２年１０月１５日（月）～１０月１９日（金） 

場所：モンテゴ・ベイ（ジャマイカ） 

 

議題 

 

1 議題の採択 

2 コーデックス総会及び部会からの付託事項 

3 
食用オリーブのコーデックス規格原案 

（コーデックス規格 66-1981の改訂）（ステップ４） 

4 
果実缶詰のコーデックス規格原案 

（現存する個別果実缶詰規格の改訂）（ステップ４） 

5 
急速冷凍野菜のコーデックス規格原案 

（個別急速冷凍野菜規格の改訂）（ステップ４） 

6 
果実及び野菜缶詰の充填液中の最少固形量を管理するための度量衡条項を

含むサンプリングプラン原案（ステップ４） 

7 
加工果実・野菜の食品添加物条項： 

策定済及び策定中のいくつかの規格に含める追加条項 

8 いくつかの加工果実・野菜のコーデックス規格に関する事項 

9 
人参（ginseng）製品のコーデックス地域規格の適用地域の拡大に関する討

議文書 

10 
水をベースとする化学的に香味付けした飲料のコーデックス規格の策定に

関する討議文書 

11 その他の事項及び今後の作業 

11(a) 加工果実・野菜のコーデックス規格の改訂作業の状況 

14



12 次回会合の日程及び開催地 

13 報告書の採択 
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FAO/WHO 合同食品規格計画 

第 26 回コーデックス加工果実・野菜部会（CCPFV）報告書 

 

１． 日時及び場所 

日時：2012年 10 月 15日（月）～10月 19日（金） 

場所：ジャマイカ（モンテゴ・ベイ） 

 

２． 参加国及び国際機関 

25加盟国、１加盟機関及び 5国際機関・組織 

 

３． 我が国からの出席者 

農林水産省消費・安全局消費・安全政策課 国際調整係長 宮田理恵子 

 

※ 標記会合に先立ち、２０１２年１０月１３日（土）に「食用オリーブに関する作業部

会」が、１０月１４日（日）に「果実缶詰に関する作業部会」及び「急速冷凍野菜に関

する作業部会」が開催された。 
 

４． 概要 

議題１：議題の採択 

コスタリカより、議題１０「水をベースとする化学的に香味付けした飲料の

コーデックス規格の策定に関する討議文書」について、CCPFV の付託事項に該

当しないため議題から削除すべきであるとの意見が出されたものの、議長より、

前回会合で今次会合において本件を検討することを決定していることから議題

からは外さないとの発言があり、そのまま議題に残すこととなった。 

部会は仮議題を今次会合の議題として採択することに合意した。 

 

議題２：コーデックス総会及び部会からの付託事項 

コーデックス事務局より、前回会合開催以降、総会や他部会から付託された

事項について報告があった。特に今次会合で検討する必要のあった食品添加物

部会（CCFA）及び分析・サンプリング法部会（CCMAS）からの付託事項につ

いて、部会は以下の事項に合意した。 

（１）CCFA からの付託事項 

①「たけのこ缶詰規格」の食品添加物条項 

CCFA から、FAO/WHO 合同食品添加物専門家会議（JECFA）のグループ

ADI（一日摂取許容量）に含まれるその他の酒石酸塩（tartrates）についても

たけのこ缶詰の規格において単独で又は組み合わせて acidity regulator として
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使用することができるかどうか、さらにその場合、JECFA の ADI が酒石酸と

して（as tartaric acid）設定されていることを踏まえ、基準をどう表記するのが

適切かについて検討するよう要請されていることが報告された。 

 
 ②「野菜缶詰規格中のマッシュルームに関する付属文書」の食品添加物条項 

  CCFA から、当該規格が含まれる GSFA（食品添加物のコーデックス一般規

格）の食品分類 04.2.2.4 の「缶詰、瓶詰又はレトルトパウチ野菜及び海藻類」

に既に含まれている、その他の colour 及び flavour enhancer を、マッシュルー

ムに関する付属文書の食品添加物条項に適用できるのかどうかを検討するよ

う要請されていることが報告された。 

 

  部会は、①及び②について、議題７「加工果実・野菜の食品添加物条項」で

検討することに合意した。 

 

（２）CCMAS からの付託事項 

  「乾燥ココナッツ規格」（CODEX STAN 177-1991）の改訂（2011年総会承

認済）の中で行われたサンプリングプランの変更について CCMAS の承認を

得ることとされていたが、そのうち、廃止すべきとしたサンプリング法 ICC
（国際穀物科学技術協会）No. 101 1960 については現在も穀物のサンプリング

に使用できることを念頭に、その廃止の是非を再検討するよう、CCMAS から

当部会に回答があった。 

  部会は、ICC No. 101 1960 は乾燥ココナッツには適用できないこと等から、

前回会合で決定した通り、当該サンプリング法は廃止すべきであることを再

確認した。 
 

議題３：食用オリーブのコーデックス規格原案 

（コーデックス規格 66-1981 の改訂）（ステップ４） 

 今次会合の直前に開始された物理的作業部会（PWG）の議長である EU より、

本作業部会の報告書である CRD（議場配布資料）2 に沿って報告がなされた。 

 部会では、PWG での結果を踏まえてセクションごとに検討を行った。主に論

点となった部分は以下の通り。 
（１）充填剤（Packing Media：セクション 3.1.3） 
 殺菌に関する規準が規定されていることから、PWG において、本セクション

を衛生セクションに移動させ、規定されている規準の明確化が求められていた

が、スペインより衛生に関連する熱処理に関する規定を削除し、品質の指標と

なる塩化ナトリウムと pH の規準のみを残すこと、このため、衛生セクションで
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はなく、現在のセクションにそのまま規定することが提案され、部会は再度充

填剤の規定を本セクションに挿入することに合意した。 
 
（２）貿易区分（Trade Categories：セクション 3.2.1） 
 部会は、食用オリーブの貿易区分（貿易上適用される食用オリーブの品質等

級）については任意とし、規格に含めることに合意したが、貿易区分を任意と

することを支持する国がある一方、セクション 3.2.4 に規定されている欠損と許

容の規定がこれら貿易区分に適用可能であり、実際に区分を使用する際には義

務とすべきとする国があったことから、部会は、食用オリーブの区分について

は任意としつつも、区分する際には同セクションに規定されている区分を適用

することに合意した。 

 

（３）欠陥及び許容（Defects and Allowances：セクション 3.2.4） 

 本セクション中、貿易区分において「特上」に分類される食用オリーブの品質

が適正に確保されるかどうか懸念を示した国があったことから、①貿易区分と

それに対応する欠陥及び許容規定を削除し、最小限の要件のみを規定する②さ

らに検討するために貿易区分とそれに対応する欠陥及び許容規定を付属文書と

するといったオプションが検討されたものの、食用オリーブの貿易において、

貿易区分は公正な貿易を確保するためには必須である旨指摘されたことから、

部会は、「特上」に分類される食用オリーブの汚損果実の最大欠陥許容値に関

する注釈を追加し、貿易区分とそれに対応する欠陥及び許容規定はそのまま残

すことに合意した。 

 また、部会は、本セクション中にはホール、種を抜いた、又は詰め物をした

オリーブ以外のスタイルのオリーブに関する最大欠陥許容値が含まれていない

ことから、新たに表を追加することにも合意した。 

 

（４）最小固形量（Minimum Drained Weight：セクション 7.1.4） 
 部会は、ホールオリーブ、種を抜いたオリーブ及び詰め物をしたオリーブの

最小固形量の要件を追加することに合意した。 

 

 部会は、食用オリーブの規格原案をステップ 5/8 で第 36 回総会に最終採択を

諮ることに合意した。 

 

議題４：果実缶詰のコーデックス規格原案 

（現存する個別果実缶詰規格の改訂）（ステップ４） 
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 今次会合の直前に開始された PWG の議長であるキューバより、本作業部会の

報告書である CRD3 に沿って報告がなされた。 

 今次会合では、一般規格部分の検討と、３つの付属文書のうちマンゴーの付属

文書について検討を行った。部会では、PWG での結果を踏まえてセクションご

とに検討を行った。主に論点となった部分は以下の通り。 

  

（１）一般規格 

 ①製品の定義（Product Definition：セクション 2.1） 

  果実及び野菜缶詰の規格における製品の定義には通常充填剤を含む／含ま

ないパッキングのタイプについては定義していない。「Solid pack」の定義に

ついては果実缶詰の充填剤のガイドラインに規定されており、「Regular pack」
の定義は含まれていないが、果実缶詰の規格本体と付属文書の規定にはパッ

キングのタイプに関連する規定があることから、部会は「Regular pack」の定

義を編集上の改訂としてガイドラインに含めることに合意した。 

 

②食品添加物（Food Additives：セクション 4） 

  部会は、果実缶詰に使用される添加物の機能として acidity regulator のみ使

用し、GSFA を参照する記述を本セクションに規定することに合意した。EU
より、GSFA の食品分類は個別食品規格の範囲より広いことから果実缶詰への

使用の正当性がない添加物についても使用が可能になるとして GSFA を参照

することに懸念が表明されたものの、将来的に技術の発展やリスク評価を終

えて果実缶詰に使用可能になる添加物を含めることができ、柔軟性を保つ観

点から、部会は GSFA を参照する記述をそのまま残すことに合意した。 

 

 ③サイズの表示（Labelling：セクション 8.2.2） 

  部会は、サイズの表示を義務とするか任意とするかについて検討した。特

定の製品の種類における果実のサイズの表示は消費者よりも加工者や包装業

者にとってより関連性があり、消費者の保護を確保する観点では他のセクシ

ョンで製品の種類に関する義務表示を規定していることから、部会は本表示

を任意とすることに合意した。 

 

（２）マンゴーの付属文書 

 ①度量衡（Weights and Measures：セクション 7 及び 7.1.4） 

  パッキングの種類ごと（Regular pack 及び Solid pack）に最小固形量の値を

下げたい国と現行の案を維持したい国で特に Regular pack の値について意見

が分かれたものの、部会は最終的にはマンゴーの種類やパッキングのタイプ
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及び使用する技術によって現行案は達成することが困難であることから過熱

し殺菌する際に製品の形が崩れて果汁が充填剤と混ざり合う旨の意見を考慮

し、以下の通り低い値とすることに合意した。 

 - Regular pack：５５％を５０％に修正。 
 - Solid pack：７８％を７０％に修正。 

 

 ②食品添加物（Food Additives：セクション 4） 

    部会は、GSFA を参照する記述を本セクションに規定すること及び機能とし

て antioxidant 及び firming agent を使用することについては合意したが、colour
については使用の必要性がないこと及び消費者に誤認させる恐れがあること

を指摘するメンバーと世界規格を策定するためには各国の使用実態を踏まえ

使用を認めるべきとするメンバーとで意見が分かれたものの、部会は colour
を括弧の中に入れ、次回会合で検討することに合意した。 

 

 部会は、果実缶詰規格改訂原案の一般規格部分とマンゴーの付属文書をステッ

プ 5 で第 36 回総会に採択を諮ることに合意した。また、西洋梨及びパイナップ

ルの付属文書についてはステップ 2/3 に戻し、キューバを議長とする電子作業部

会（EWG）を再度設置することに合意した（英語及びスペイン語）。EWG では、

残り２つの付属文書と缶詰マンゴーに使用する colour のリストを検討する。 
 
議題５：急速冷凍野菜のコーデックス規格原案 

（個別急速冷凍野菜規格の改訂）（ステップ４） 

 今次会合の直前に開始された PWG の議長である米国より、本作業部会の報告

書である CRD4 に沿って報告がなされた。 
  PWG では一般規格部分と、１１の付属文書の中からリークについて検討した

ものの、今次会合では、時間の制約の関係から、一般規格部分のみ検討したが、

分析及びサンプリング法セクションについては検討できなかった。 

 このため、部会は、①分析及びサンプリング法セクションを括弧の中に入れ、

PWG からの勧告通り EWG を設置すること（英語）、②本 EWG は米国を議長

とし、分析及びサンプリング法を検討、次回会合に提案することに合意した。 

 部会は、急速冷凍野菜規格改訂原案の一般規格部分をステップ 5 で第 36 回総

会に採択を諮ることに合意した。また、米国を議長とする EWG を再度設置する

ことに合意した（英語）。EWG では、１１の付属文書の検討に加え、分析及び

サンプリング法についても検討する。 

 

議題６：果実及び野菜缶詰の充填液中の最少固形量を管理するための度量衡条
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項を含むサンプリングプラン原案（ステップ４） 
 EWG の議長国であるフランスより、前回会合で提案した案に比し、現在の案

は、原案の構成を見直し、短くし、数式を削除し検査に使用するために簡素化

した旨の説明がなされた。部会は、前回会合の決定に基づき、本原案の検討を

進めるか、加工果実・野菜規格にある現行の規定を残すかについて検討した。

本原案はサンプリングの一般ガイドラインや他の規格に適合しており実際的で

有益なガイダンスとなることから策定を進めることを支持するメンバーがいる

一方、現行のサンプリングプランは国際貿易において支障がないことから、よ

り複雑な方法と置き換えることに懸念がある、現在 OIML（国際法定計量機関）

がサンプリングプランの策定に影響を与えるであろう包装食品の内容量を規定

した国際勧告である R87 の改訂を行っていることから、今本原案の検討を進め

ることは時期早尚であるとするメンバーに意見が分かれた。 
 部会は、OIML-R87 の改訂作業がサンプリングプラン原案に関連することから、

OIML-R87 の改訂作業が終了するまで本作業を保留すること、フランスが OIML
の改訂作業をモニターし、完了した際に部会に報告すること、また、改訂され

た R87 が本原案に与える影響についても報告することに合意した。その後部会

は、サンプリングプラン策定の進め方について再度検討することとなる。 
 
議題７：加工果実・野菜の食品添加物条項： 

策定済及び策定中のいくつかの規格に含める追加条項 

 EWG の議長国である EU より、検討結果について報告がなされた。部会で検

討した結果、以下の事項に合意した。 
（１）乾燥ココナッツ 

  現行の乾燥ココナッツ規格の食品添加物セクションの規定をそのまま残す

ことに合意した。 

 

（２）食用オリーブ 

  議題３で検討済み。食用オリーブに使用される添加物の機能を特定し、

GSFA を参照する記述を添加物セクションに規定することに合意した。現在ス

テップ上にある添加物のうち、EWG でコメントが提出されなかった adipates、
sodium diacetate、aluminium ammonium sulfate 及び propylene glycol alginate につ

いては使用の技術的必要性がないとして CCFA に報告することに合意した。

また、部会は、CCFA に対し、calcium  lactate 及び potassium chloride に firming 
agent の機能を付与することを要請することに合意した。 

 
（３）柑橘類缶詰 
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  柑橘類缶詰に使用される添加物の機能を特定し、GSFA を参照する記述を柑

橘類缶詰の規格の添加物セクションとして置き換えることに合意した。現在

ステップ上にある添加物のうち、EWG でコメントが提出されなかった sodium 
diacetate 及び tartrates については使用の技術的必要性がないとして CCFAに報

告することに合意した。また、部会は、CCFA に対し、calcium  lactate に firming 
agent の機能を付与することを要請することに合意した。 

 
（４）保存トマト 

  保存トマト規格の添加物条項中の acidity regulator については、GSFA の該当

する食品分類の中には本規格に対する使用の技術的正当性がない添加物の条

項もあり、GSFA を参照する記述を適用することができなかったことから、リ

ストアップされている添加物のリストを更新、firming agent については GSFA
の表３を参照する記述に置き換えることに合意した。また、現在ステップ上

にある添加物のうち、EWG でコメントが提出されなかった sodium diacetate 及
び tartratesについては使用の技術的必要性がないとしてCCFAに報告すること

に合意した。 

 

（５）加工トマト抽出物 

  加工トマト抽出物規格の添加物条項中の acidity regulator については、GSFA
の該当する食品分類の中には本規格に対する使用の技術的正当性がない添加

物の条項もあり、GSFA を参照する記述を適用することができなかったことか

ら、リストアップされている添加物のリストを更新した。 
 
（６）果実及び野菜漬物 
  EWG の結論としては、GSFA を参照する記述を適用することになっていた

ものの、EU より、本規格は GSFA の食品分類中、複数の分類にまたがってお

り、多数の添加物を使用できることになることから適当ではなく、GSFA 前文

のセクション 3.2（食品添加物使用の正当性）に矛盾するとの発言があった。

米国からはこれ以上作業を継続することは時間も部会のリソースも無駄にす

ることになりかねず、EWG の結論を受け入れ CCFA に承認を求めるべきとの

発言があったものの、部会は、コーデックス事務局にサーキュラーレターの

発出を依頼し、さらに情報やコメントを求めることに合意した。 
 

  部会は、改訂した保存トマト規格及び加工トマト抽出物規格の添加物条項を

CCFA に送付し、承認を求めることに合意した。また、GSFA を参照する記述を
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現行の添加物条項と置き換えることとした柑橘類缶詰規格については、第 36 回

総会の採択を求めることに合意した。 
 
CCFA から CCPFV への要請事項（議題２関連） 

  検討に時間が必要なことから、「たけのこ缶詰」及び「マッシュルーム缶詰」

の添加物条項についてもサーキュラーレターに含めコメントを求めることに合

意した。 

 

議題８：いくつかの加工果実・野菜のコーデックス規格に関する事項 

（１）アップルソース缶詰の分析法 

以下の分析法を規格に含めることに合意した。また部会は、第 36 回総会の

採択を求めることに合意した。 
 ①可溶性固形物（Soluble solids）の分析法：AOAC 932.12 及び ISO 2173:2003 
  ②最小充填量（Minimum fill）の分析法：CAC/RM 46-1972 及び ISO 90-1:1999 

for metal containers 
 

（２）果実及び野菜漬物規格における充填剤規定 

  部会は、サーキュラーレターを発出し、コメントを求めて次回会合で検討

することに合意した。 

 

議題９：人参（ginsen）製品のコーデックス地域規格の適用地域の拡大に関す

る討議文書 

多数の国が新規作業提案に賛成したものの、ブラジルより国内では朝鮮人参

は食品として消費されておらず、薬物／サプリメントとしてみなされており、

抽出物には生理活性成分が含まれていることから安全性の評価が必要である旨

の発言があった。 

部会は、新規作業として来年の第 36 回総会に提出し、新規採択を諮ることに

合意した。また、EWG（英語）を立ち上げて検討することにも合意した。EWG
の議長は韓国が務め、共同議長をカナダが務めることとなった。ブラジルは抽

出物の規格化について留保を表明した。 

また、規格策定のステッププロセスについては、議長より、手続きマニュア

ル上は迅速化手続きを取ることができるようになっているものの、本件につい

ては通常のステップから始めたいとの提案が了承された。 

 

議題１０：水をベースとする化学的に香味付けした飲料のコーデックス規格の

策定に関する討議文書 
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 討議文書を作成したケニアより、香り付けされた水性飲料（非炭酸飲料）の主

な材料は水、着色料、糖類や調味料などであり、使用されている原料としての

食品添加物の安全性に懸念があること、本製品は現在の GSFA の食品分類 14.1.4
「「スポーツ」「エネルギー」又は「電解質」飲料及び粒子化された飲料を含

む香り付けされた水性飲料」、14.1.4.2「果実や野菜をベースにしたパンチやエ

イドを含む香り付けされた炭酸水性飲料」及び 14.1.4.3「香り付けされた水性飲

料のための濃縮物（液体及び固体）」には正確には含まれないとの説明があっ

た。 

 部会は、ケニアの主な懸念は flavour enhancer、colour 及び preservative といっ

た添加物の安全性や使用の未規制であることから、CCPFV が本件に対応できる

部会ではないことを確認した。ケニアより、GSFA における香り付けされた水性

飲料への食品添加物の安全な使用に関する部会のサポート及び、CCFA に対し総

会から食品分類の拡大を検討するよう勧告して欲しいとの要望があった。 

ケニアの懸念の重要性を考慮し、部会は CCFA に対し、①香り付けされた水

性飲料が食品分類で適切にカバーされているか、②もしカバーされていない場

合には本製品を含められるよう食品分類の定義を拡大できるか、③もし食品分

類 14.1.4.2 及び 14.1.4.3 でカバーされている場合には、flavour enhancer、colour、
preservative 及び acidity regulator の添加物条項を含めるため添加物のリストを拡

大する必要があるか要請することに合意した。 

 

議題１１：その他の事項及び今後の作業 

１１（a）：加工果実・野菜のコーデックス規格の改訂作業の状況 

コーデックス事務局より、現存する規格の改訂状況について説明があり、次

回会合で改訂作業の優先順位付けを検討することとなった。また、ブラジルか

ら乾燥製品の規格策定に関する討議文書を提出する旨発言があった。 

 

議題１２：次回会合の日程及び開催地 

次回会合は暫定的に 2014年に開催する旨報告があった。具体的な日程は米国

とコーデックス事務局で相談の上決定されることとなった。また、次回会合の

直前か又は会合までの間に PWG を開催すること、会合の日程を６日以上にする

可能性についても言及された。 
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FAO/WHO合同食品規格計画 

第 18回アジア地域調整部会（CCASIA） 

 

日時：2012 年 11 月 5 日（月）～11 月 9 日（金） 

場所：東京（日本） 

 

議題 

 

1 議題の採択 

2 コーデックス総会及びその他の部会・特別部会からの付託事項 

3 次期コーデックス戦略計画 2014－2019案 

4 地域に関するコーデックス委員会の作業を補完する FAO/WHOの活動 

5(a) 非発酵大豆製品の地域規格原案 

5(b) テンペの地域規格原案 

5(c) のり製品の地域規格原案 

6 地域に関連する課題 

7 各国の食品管理システム及び食品規格策定への消費者の参画 

8 各国及び地域レベルにおけるコーデックス規格の使用 

9 地域における栄養問題 

10(a) CCASIA地域戦略計画 2009－2014の実施状況 

10(b) CCASIA地域戦略計画案２０１５－２０２０年案 

11 ゆず茶に関する討議文書 

12 食用コオロギ及びコオロギ製品に関する討議文書 
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13 地域調整国の指名 

14 その他の事項及び次回会合の日程及び開催地 

15 報告書の採択 
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第 18 回アジア地域調整部会（CCASIA）概要 

 
１． 日時及び開催場所 

日時：2012 年 11 月 5 日（月）～11 月 9 日（金） 
場所：東京（日本） 

 
２． 参加国及び国際機関 

20 加盟国、3 オブザーバー加盟国、9 国際機関 合計 83 人 
 

３． 我が国からの出席者 
農林水産省 消費・安全局消費・安全政策課 国際基準専門官 近藤 喜清 
農林水産省 消費・安全局消費・安全政策課 課長補佐 布施 吉章 
農林水産省 消費・安全局消費・安全政策課 国際調整係長 宮田 理恵子 
農林水産省 食料産業局食品製造卸売課 課長補佐 吉田 豊 
農林水産省 食料産業局食品製造卸売課 課長補佐 鵜狩 房浩 
農林水産省 食料産業局食品製造卸売課 豆腐加工品・漬物係長 蒔苗 義昌 
農林水産省 食料産業局食品製造卸売課 国際係長 笠川 あろう 
農林水産省 水産庁加工流通課 課長補佐 富永 温夫 
厚生労働省 医薬食品局食品安全部企画情報課 国際食品室 室長 鷲見 学 
厚生労働省 医薬食品局食品安全部 参与 吉倉 廣 
厚生労働省 医薬食品局食品安全部 企画情報課 国際食品室 国際調整専門官 

横田 栄一 
厚生労働省 医薬食品局食品安全部企画情報課 国際食品室 係員 石亀 貴士 
消費者庁 食品表示課 食品表示調査官 塩澤 信良 
（テクニカル・アドバイザー） 
日本豆乳協会技術部会長 本多 芳孝 
日本豆腐協会 専務理事 木嶋 弘倫 
ハウス食品（株）品質保証部 品質保証二課長 山本 竜太 
（財）食品産業センター企画調査部次長 青木 啓祐 
（株）登喜和食品 代表取締役 遊作 誠 
全日本スパイス協会 技術委員長 柘植 信昭 
全国海苔問屋協同組合連合会 専務理事 井上 勝久 
全国漁業協同組合連合会 販売事業部 のり推進室長 湊 裕光 
 

４． 概要 
議題 1. 議題の採択 
議題 14「その他の事項」において、インドから提案された路上販売食品の実施規範に関

する討議文書を検討すること等に合意した。 
議題 2. コーデックス総会及びその他の部会からの付託事項 
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（１）第 35 回総会（CAC）からの付託事項 
①プロセスチーズの規格原案 

多種多様なプロセスチーズがあり、規格策定が容易ではないことから、本規格の策定 

は実現の可能性がないことに合意した。 
 

②スパイス、芳香ハーブ及びそれらの製剤に関する新部会の設立 
  多数の国が新部会の設立を支持した。 
 
（２）第 43 回食品添加物部会（CCFA）からの付託事項 

チリソース及び発酵大豆ペーストの地域規格について、CCFA より提示された食品

添加物及びその最大濃度について、いくつかの修正を行った上で合意した。 
 

議題 3. 次期コーデックス戦略計画 2014－2019 案 
（経緯） 
 2014-2019 年のコーデックス戦略計画案について、コーデックス執行委員会が中心となり

作成しており、各地域調整部会の意見を聞いた上で、2013 年 7 月に開催予定の総会で完成

を目指すこととなっている。 
（結果） 
 中心となって案を作成をしているコーデックス委員会副議長のサミュエル・ゴデフロイ

氏より概要の説明があった。アジア地域調整部会は、2014-2019 年コーデックス戦略計画案

を基本的に支持した。 
 
議題 4. 地域に関するコーデックス委員会の作業を補完する FAO/WHO の活動 

FAO/WHO の活動及びコーデックス信託基金の実施状況について報告があった。我が国

からは、可能な限り今後も能力開発プログラムへの支援を継続する旨発言した。 
 
議題 5. ステップ 4 での規格原案の検討 
5(a).  非発酵大豆製品の地域規格原案 
（経緯） 
 本議題は、中国の提案により 2002 年から議論されている。前回の会合において、更なる

規格原案の修正が必要であることから、中国を中心とする電子作業部会（EWG）を設置す

ること及び物理的作業部会（PWG）を第 18 回アジア地域調整部会に先立ち開催すること

について合意された。 
（結果） 
 製品分類（セクション 2.2：Classification） 
 ①圧縮豆腐（セクション 2.2.3） 

我が国より、独立したセクションとして規定されている「圧縮豆腐」が「豆腐」から

水分を抜いて製造することから、「豆腐及び関連製品」の下位分類とすべきである旨発言

したが、中国より、「圧縮豆腐」は国内で多量に製造・消費されており、消費者からは「豆

腐」とは異なる製品として認識されていることから別の分類にすべきである旨主張し、
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合意が得られなかったことから、部会は「圧縮豆腐」のセクション番号を括弧に入れ、

次回部会で検討することに合意した。 
 
 ②豆乳類（セクション 2.2.1.1、2.2.1.2 及び 2.2.1.3） 
  同じ品質特性を持ち、使用できる任意原料のみが異なることから、「豆乳（2.2.1.1）」
と「調整／香味付けされた豆乳（2.2.1.2）」を統合する提案が出されたが、部会はこの提

案を支持しなかった。また、「豆乳」の定義については食物繊維の除去に関する記述を明

確化した。 
セクション 2.2.1.2 に該当する製品の名称は、前日の pWG で「Formulated Soybean milk」

と提案されたが、「formulated」が「infant formula（乳児用調製粉乳）」等の名称に使用さ

れており、消費者の誤解を招く恐れがあることから「Composite/flavoured soybean milk（調

整／香味付けされた豆乳）」に修正、また、製品の例示を定義に含めることに合意した。 
さらに、「豆乳飲料（2.2.1.3）」の定義については、「調整／香味付けされた豆乳」より

低いたんぱく含量を有する製品であることを明記した定義とすることに合意した。 
 
 品質規準（セクション 3.3：Quality Criteria） 
  豆乳類の最小たんぱく含有量（g/100g）について我が国より、JAS 規格及び品質表示

基準に基づき、「豆乳」については 3.5 g、「調整／香味付けされた豆乳」については 2.7 g
とするよう主張したが、部会は、双方の最小たんぱく含有量を 2.0 g とすることを支持し

た。 
  また、成分要件について、「豆乳飲料」及び「豆腐」の最小たんぱく含有量をそれぞれ

0.8 g 及び 3.5 g とし、「半固形豆腐」の最小水分含有量（g/100g）を 92.0 g とすることに

合意した。 
 
 ③乾燥湯葉（2.2.4） 
  「生湯葉」を明確に本規格の対象外とするため「Dehydrated soybean milk film（乾燥湯

葉）」への名称の変更及び「soybean milk film stick」は「soybean milk film」をさらに乾燥

させただけの製品であることから削除し、「soybean milk film」のみを規格化することに

合意した。 
 
 食品添加物（セクション 4：Food Additives） 
  「調整／香味付けされた豆乳」と「豆乳飲料」に使用する食品添加物を巡って、双方

の定義の違いはたんぱく含量のみであり、使用できる任意原料が同じであることから双

方の製品には同じ添加物の使用を認めるべきであるとする国と、「調整／香味付けされた

豆乳」への添加物使用は技術的な正当性がないとする国の意見が対立し合意が得られな

かったことから、部会は、「調整／香味付けされた豆乳」に使用する添加物については括

弧書きとし、次回部会で検討することに合意した。 
  また、pH を調整する機能を持つ加工助剤については、豆腐の凝固及び豆乳の抽出に使

用することが合意された。 
 
 表示（セクション 8：Labelling） 
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  消費者の誤解を招く恐れがあること、「乳製品の用語の使用に関する一般規格

（GSUDT）」に適合していないこと及び食品添加物に関する一般規格（GSFA）の食品分

類 06.8.1（soybean-based beverages：豆乳飲料）の名称と一致していないことを理由に「milk」
という用語の使用に関し懸念を表明する国があったが、コーデックス事務局より、

GSUDT によれば「milk」の用語は、正確な性質が伝統的に使用されていることから明ら

かな製品には使用できること及び GSFA の食品分類の定義は表示目的を意図したもので

はない旨の説明があった。 
  タイより、遺伝子組換え大豆を使用する製品の表示について、他のコーデックス文書

との整合性がないことから、「各国の法令に準拠する」と規定されている原案を再検討す

ることが提案され、オブザーバーとして域外から参加した米国からも本件に関しては食

品表示部会（CCFL）で 20 年に渡り討議された問題であり、原案の規定は適切ではない

ことからタイの提案を支持するとの発言があった。しかしながら、オブザーバーよりア

ジア地域内の消費者にとっては遺伝子組換え表示は重要であり原案を強く支持するとの

発言があったことから、部会は、原案の規定をそのまま残すことに合意した。 
 

部会は、次回部会で合意が得られなかった問題の解決及び規格の総仕上げを行うため、

中国を議長とする EWG を設置し、①「圧縮豆腐」の分類及び②「調整／香味付けされ

た豆乳」の食品添加物規定について討議文書を作成することに合意した。また、次回部

会の直前に中国を議長とする PWG を開催することにも合意した。 
 部会は、地域規格原案を総会に送付しステップ５での採択を図ること及び分析・サン

プリング法部会（CCMAS）及び CCFL に関連するセクションを送付し承認を求めるこ

とに合意した。 
 

5(b).  テンペの地域規格原案 
 （経緯） 

 本議題は、インドネシアの提案により 2008 年から議論されている。前回の会合にお

いて、更なる検討が必要であることから、インドネシアを中心とする EWG を設置する

ことについて合意された。 
（結果） 
部会は以下について合意した。 

 必須成分及び品質要素セクションに他の地域規格との整合を取って欠陥品の分類に関

するサブセクションを挿入すること。 
 添加物の使用が発酵に必要な微生物の増殖を抑制する可能性があることから添加物の

使用を認めないこと。 
 加工助剤について、原案には規定されていなかったが、我が国から大豆の浸漬中に pH

を調整する目的で 3 種類の加工助剤を使用できるようにすることを提案。結果、提案

した 3 種類を含め、全ての加工助剤を使用可能とすること。 
 脂質含有量の分析法として AOAC 983.23 を、たんぱく含有量の分析法として AOAC 

955.04D を提案すること。 
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また、部会は、地域規格原案を総会に送付しステップ 5/8 で最終採択を諮ること及び

CCFA、CCMAS 及び CCFL に関連するセクションを送付し承認を求めることに合意し

た。 
 

5(c).  のり製品の地域規格原案 
 （経緯） 

 本議題は、韓国の提案により 2010 年から議論されている。前回の会合において、部

会は、本規格を地域規格ではなく国際規格として作成すべきとして、魚類・水産製品部

会（CCFFP）にて新規提案することを勧告した。しかし、CCFFP では国際規格とするに

は時期尚早と判断され、続く執行委員会や総会でもアジアの地域規格として作成するこ

とが推奨された。提案国である韓国は、第 18 回 CCASIA に規格原案を提出するため、

日本、韓国、中国の間で非公式協議を行ったが、時間的制約から原案の合意に至らなか

った。 
（結果） 

韓国から、次回部会で規格原案を検討するために EWG を設立することが提案された。 
我が国は、非公式協議でも繰り返し主張したとおり、規格原案の検討に当たっては、

汚染物質に関する検討も重要であることを指摘。コーデックス手続きマニュアルにある

とおり、個別食品規格における汚染物質セクションの検討に際しては、「食品及び飼料

中の汚染物質及び自然毒に関する一般規格（GSCTFF）に準拠する」とする一般的なパ

ラグラフが適当か検討することとされていることから、CCASIA において GSCTFF の引

用で十分かどうか検討する必要があると指摘した。中国は、海苔の汚染物質は他の製品

に比べて複雑であり、慎重に検討する必要があること、汚染物質だけでなく、それ以外

の事項についても検討することが重要であるとした。また韓国は、汚染物質について検

討するためには多くの時間を費やすことに懸念があるとした。 
議論の結果、EWG の付託事項として、①規格原案の検討、及び②汚染物質について

GSCTFF の引用で十分か否かについて検討し、次回部会に報告することとされた。なお、

EWG は韓国を議長とし、我が国が共同議長を務めることが合意された。 
 

議題 6. 地域に関連する課題 
 調整国として我が国より、各国から提出されたコメントや情報を取りまとめた結果、①

科学に基づくアプローチ、②コメ中のヒ素や食品中の鉛などの汚染物質の最大基準値、ヒ

スタミン管理及び農薬の最大残留基準値、③テンペ、魚油、アボカド等の個別食品規格、

④経済影響評価や国内食品管理システムの検証のためのメカニズムを含むその他の問題と

いう４つの問題が特定されており、地域内で最も優先度が高い問題は、コメ中のヒ素、次

いでヒスタミンと食品中の鉛であることを報告した。 
 ヒ素や鉛に関してモニタリング調査を行っている国より、地球環境モニタリングシステ

ム／食品モニタリング及び評価プログラム（GEMS/Food）へ消費データを提出する予定で

あることが報告されるとともに、アジア地域の状況を反映した JECFAの勧告を得るために、

データを提出することが重要であることが指摘された。 
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 議長より、我が国が調整国として議論を促進し、アジア地域の共通ポジションを策定す

るために各コーデックス部会の開催前に開催しているアジア調整会合への積極的な参加が

奨励された。 
 
議題 7. 各国の食品管理システム及び食品規格策定への消費者の参画 
議題 8. 各国及び地域レベルにおけるコーデックス規格の使用 
 議題 1 の検討結果に基づき、2 議題が同時に議論された。コーデックス事務局より作業

文書（CX/ASIA 12/18/9, CX/ASIA 12/18/10）及び当日配布文書（CRD）に基づき各国の回答

が紹介された。 
 この他、オブザーバーより、2011 年 3 月の東日本大震災の際に発生した東京電力福島第

一原子力発電所事故後の食品の放射性物質汚染を防ぐための措置に関する更新情報を部会

に報告すべきであるとの発言があり、我が国から現在の管理措置等について説明を行った。 
 
議題 9. 地域における栄養問題 

コーデックス事務局より作業文書（CX/ASIA 12/18/11）及び CRD に基づき各国の回答が

紹介された。 
 メンバーより栄養問題に関する取組みが報告され、我が国より、非感染性疾患に関連す

る問題の増大を考慮して厚生労働省は健康増進のための国内戦略「健康日本 21 
(2013-2022)」を改訂したことを情報提供した。 

 また、FAO からは、1992 年の開催以降 21 年ぶりにローマで開催される（2012 年 11 月）

栄養に関する国際会議（ICN+21）の紹介があった。 
 部会は、次回部会での議論のため、FAO と WHO が今部会での議論をベースにして各国

のプロフィールと ICN+21 の結果を要約した討議文書を作成することに合意した。 
 
議題 10(a). CCASIA 地域戦略計画 2009－2014 の実施状況 
調整国として我が国より、各国から提出された情報をベースにして取りまとめた地域戦

略計画の実行状況を作業文書（CX/ASIA 12/18/12）の通り報告した。 
 
地域内で活用可能な専門家及び機関のリスト 
 調整国より、専門家リストの作成を有意義なものとするために、リスト作成にかかる基

本的な情報（例：適用範囲、専門家及び機関をリスト化するための基準、専門家の役割及

びリストの使用方法など）をまとめたガイダンス案を策定したことが報告された。しかし、

このガイダンス案を用いて新たなリストを策定することではなく、コンタクトポイントや

現存するリストの活用をメンバーが期待している可能性があったことから、以下のオプシ

ョンを提示し選択することとなった。 
 オプション１：メンバー国から定期的に専門家及び機関の情報を収集する 
 オプション２：各国のコンタクトポイントに関する情報を共有する 
 オプション３：関連する部会の参加者リストをベースにした専門家リストを作成する 
 オプション４：その他 
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 多くの国は更新が継続的に可能で維持しやすいこと等からオプション２を支持した。こ

のため、部会はオプション２に従いコンタクトポイントの情報を引き続きアジア各国で共

有することに合意した。 
 
議題 10(b). CCASIA 地域戦略計画案２０１５－２０２０年案 
（経緯） 
 現在メンバーが実施している CCASIA 地域戦略計画が 2014 年で終了するため、前回の

会合において、地域調整国に対して次期地域戦略計画案を作成するよう依頼することに合

意した。 
（結果） 
調整国として我が国より、コーデックスの全体戦略計画案（2014 – 2019）との整合性等

を考慮し、案を作成した旨報告した。 
 多くのメンバーは戦略計画案の基本構造及び対象期間を６年間とすることを支持した。

内容については、具体的な実行期間を設定すること及び実行の測定可能な指針や実行状況

を確認するための項目を追加すること等を勧告した。 
 部会は、調整国を議長とする EWG を設立し、新たなコーデックス全体戦略計画や今次

会合で出された意見を踏まえ、次回部会での完成を目指して CCASIA 戦略計画案の改正版

を作成することに合意した。また、部会は、次回会合の直前に調整国を議長とする pWG
を開催することにも合意した。 
  
議題 11. ゆず茶に関する討議文書 
（経緯） 

 本議題は韓国の提案により 2010 年より議論されているもの。前回の会合において、

討議文書を改正するために、韓国を中心とする EWG を設置することについて合意した。 
（結果） 
 韓国より、EWG への参加国が少なかったこと及び討議文書を改訂するための情報がなか

ったことから改正した討議文書を本部会に提出できなかったことが報告された。 
 部会は、ゆず茶規格策定に関するメンバー国の関心が低いことから、当分の間検討を中

止し、将来的に必要なデータや情報が活用可能になった際に再度検討することに合意した。 
 
議題 12. 食用コオロギ及びコオロギ製品に関する討議文書 
（経緯） 

 本議題はラオスの提案により 2010 年より議論されているもの。前回の会合において、

討議文書を改正するために、ラオスを中心とする EWG を設置することについて合意し

た。 
 
（結果） 
 ラオスより、EWG の結果及び改正に必要な情報が十分得られなかったことが報告された。 
 FAO より、ラオスで 2010 年 5 月に開始された技術協力計画である「持続的な昆虫飼育

及び十分な栄養摂取、食品安全保障の向上及び世帯収入の創出のための収穫」のための調

査が終了したこと、食用昆虫の食品安全に関連する文書を策定していること、及びワーゲ
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ニンゲン大学と協力して食料安全保障における食品及び飼料としての昆虫の潜在力の評価

に関する専門家会合を本年１月に開催したことについて紹介がなされた。 
 ラオスは、データ収集に関して FAO の支援を要請するとともに、討議文書をさらに改訂

するために EWG を設立することを提案した。 
 部会は、本議題を引き続き検討すること及びラオスを議長とする EWG を設立し、討議

文書の改訂を行うことに合意した。 
 
議題 13. 地域調整国の指名 
 部会は全会一致で我が国を調整国として再指名し、第 36 回総会に勧告することに合意し

た。 
 
議題 14. その他の事項及び次回会合の日程及び開催地 
路上販売食品の実施規範の策定に関する討議文書 
 提案国であるインドより討議文書の内容、路上販売食品の重要性及び実施規範の必要性

について説明がなされた。 
  多数の国は、国や地方自治体が度々公式な検査から逃れている路上販売食品の衛生問題

に対処するためのモデルになること及び路上販売食品が地域経済に貢献していること等を

理由に提案を支持した。中国からは本作業については支持しつつも他の地域で策定された

ガイドラインを統合して世界規格にできるのではないかという意見が出された。我が国か

らは、インドからの提案は CRD として配布されたことから、検討する時間が必要である旨

発言した。 
  FAO より、路上販売食品に関する FAO 及び WHO の取組みについて紹介がなされ、WHO
は路上販売食品は塩分及びトランス脂肪酸の含有率が高い傾向があり、公衆衛生上重大な

影響があること、栄養及び食事に関連する非感染性疾患問題について検討することを勧告

した。 
 部会は、範囲を他の分野に拡大することは規格の策定を困難にすることから、最も重要

な問題である衛生分野に集中することに合意し、プロジェクトドキュメントを修正した上

で、第 36 回総会に新規作業としての承認を求めることに合意した。また、総会での承認を

前提として、部会はインドを議長とする EWG を設立し、次回会合での検討のため、衛生

実施規範原案を作成することに合意した。 
 
次回会合の日程及び開催地 
 次回第１９回部会は約２年後に開催されること、詳細については、第３６回総会での調

整国の指名後に各国に対し伝達されることが議長から情報提供された。 
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（参考） 
アジア地域調整部会（CCASIA）の作業と今後のアクション 

 
事項 ステップ 今後のアクション 

テンペの地域規格原案 ５／８ ・第 36 回総会 

非発酵性大豆食品の地域規格原案 ５ 
・第 36 回総会 
・電子作業部会及び物理的作業部会（議

長：中国） 

のり製品の地域規格原案 ２／３ ・電子作業部会（議長：韓国、共同議

長：日本） 

路上販売食品の衛生実施規範原案 １／２／３ ・第 36 回総会 
・電子作業部会（議長：インド） 

食用コオロギ及びその製品の地域

規格の新規作業に関する討議文書 
－ ・電子作業部会（議長：ラオス、FAO

が支援） 

CCASIA 戦略計画の作成 － 
・電子作業部会及び物理的作業部会（議

長：調整国） 
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資料 7-(1) 

 

FAO/WHO合同食品規格計画 

第 44回食品衛生部会（CCFH）部会 

日時：2012 年 11 月 12 日（月）～11 月 16 日（金） 

場所：ニューオリンズ（米国） 

議題 

1 議題の採択 

2(a) コーデックス総会及びその他の部会・特別部会からの付託事項 

(b) 路上販売食品に関する近東地域の実施規範案 

3 FAO、WHO及び他の国際政府間機関から提起された事項 

(a) 
FAO/WHO 合同微生物学的リスク評価専門家会議（JEMRA）からの経過報告及

び関連事項 

(b) OIE（国際獣疫事務局）からの情報 

4 食品中の微生物規準の設定と適用に関する原則の改定原案（ステップ 4） 

5 
食肉における人畜共通感染症を起こす特定寄生虫（Trichinella spiralis

及び Cysticercus bovis）の管理のためのガイドライン原案（ステップ４） 

6 
スパイス及び乾燥芳香性植物に関する衛生実施規範の改定原案（ステップ

４） 

7 
生鮮野菜・果実に関する衛生実施規範のベリー類に関する付属文書原案（ス

テップ４） 

8 その他の事項及び今後の作業 

(a) CCFHの業務の優先順位 

(b) 水分含量が低い食品の衛生実施規範に関する討議文書 

(c) 新規作業及び衛生実施規範の定期的な見直し/改定に関する討議文書 

9 次回会合の日程及び開催地 

10 報告書の採択 
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 資料 7-(2)  
 

 

 

第 44回食品衛生部会（CCFH）概要 

 

１． 日時及び開催場所 

日時：2012 年 11 月 12 日（月）～11 月 16 日（金） 

場所：ニューオリンズ（米国） 

 

２． 参加国及び国際機関 

73 加盟国、1加盟機関(EU)、16 国際機関 合計 207 人 

 

３． 我が国からの出席者 

厚生労働省医薬食品局食品安全部監視安全課食中毒被害情報管

理室室長補佐 

松岡 隆介 

厚生労働省医薬食品局食品安全部企画情報課国際食品室国際調

整専門官 

横田 栄一 

厚生労働省医薬食品局食品安全部基準審査課衛生専門官 

国立保健医療科学院国際協力研究部上席主任研究官 

仲川 玲 

豊福 肇 

農林水産省消費・安全局消費・安全政策課 リスク管理専門官     佐々木 貴正 

農林水産省消費・安全局消費・安全政策課危害要因情報班 微

生物対策係 

内閣府食品安全委員会事務局評価課評価調整官 

村上 真理子 

 

前田 光哉 

 

４． 概要 

議題 1. 議題の採択 

議題 2(b)「路上販売食品に関する近東地域の実施規範案」及び議題 5「食肉における人畜

共通感染症を起こす特定寄生虫（Trichinella spiralis(トリヒナ1)及び Cysticercus bovis

（牛の無鉤嚢虫症）2）の管理のためのガイドライン原案」について、会期中作業部会を開

催 す る こ と と さ れ た 。 ま た 、 議 題 の 審 議 順 序 を 一 部 入 れ 替 え 、 仮 議 題

1,2a,3a,3b,7,4,6,8,2b,5,9 の順序で審議を行うことで仮議題を本会議の議題として採択

した。 

 

議題 2(a). コーデックス総会及びその他の部会からの付託事項 

                         
1
旋毛虫（Trichinella spiralis）は線虫の一種でヒトでは大量の幼虫の侵入を受けた際に発症。感染初期は胃腸炎症状、１～２週間で

呼吸器症状、筋肉痛等。重度の感染では死亡もあり。自然界で生活しないので伝搬は肉食による。世界各国で発生している。（獣医公衆

衛生学 学窓社） 

 

2
無鉤条虫（むこうじょうちゅう、学名：Taenia saginata）は、幼虫である無鉤嚢虫 Cysticercus bovis 寄生の牛肉を食べることで感

染し、無症状のこともあるが食欲不振、腹痛を起こす場合があり、世界的に分布している。（獣医公衆衛生学第３版 文永堂出版） 
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食品衛生部会に関連した第 35回総会における決定事項及び他部会における関連事項につい

てコーデックス事務局より説明がなされた。 

(b). 路上販売食品に関する近東地域の実施規範案 

会期中作業部会の報告に基づき議論を行い、科学的及び技術的な観点から一部について修

正を行った上で、衛生部分について承認することとされた。なお、パラグラフ 6.5「器具の洗浄」に

ついては承認せず、記載されている措置の科学的根拠について近東地域調整部会に確認を求

めることとされた。 
 

 

 

議題 3. FAO、WHO及び他の国際政府間機関から提起された事項 

(a) FAO/WHO 合同微生物学的リスク評価専門家会議（JEMRA）からの経過報告及び関連事項 

WHO及び FAOから CCFHの作業に関連した主な JEMRAの活動等が報告された。主な概要は以下

の通り。 

・魚類・水産製品中のヒスタミンに関して、2012 年７月に開催された専門家会合の結果概要

が報告された。我が国から本件に関連して、魚類・水産製品部会（CCFFP）において電子作

業部会(EWG)が設置され、ヒスタミンの基準とサンプリングプランに関する勧告を含む専門

家会合の報告書を詳細に検討し、ヒスタミンの基準及び実施規範の見直しに関する検討が

行われていること、CCFH の出席者も本専門家会合の報告書（特にサンプリングプランの部

分）を検討すること、及び各国において CCFFP と本部会の出席者との情報共有が求められ

ている旨、紹介を行った。CCFFP と本部会の出席者間の情報共有については、CCFH の議長

からもその重要性が強調された。 

・食品中の微生物規準の設定と適用に関する原則の改定作業（議題 4）に関連して、コーデ

ックス信託基金を活用した途上国の参加促進のためのパイロットイニシアチブとして、実

務的な事例を策定する取り組みが行われた旨の報告がなされた。また、第 43 回 CCFH にお

いて要請のあった、微生物規準の設定に際して考慮すべき統計的及び数学的事項に関する

付属文書の策定に必要な技術的支援については、本部会において作業の必要性や範囲を確

認した上で、2013 年に実施する計画である旨、報告があった。 

・微生物のサンプリング計画のパフォーマンスを評価するためのウェブツールについては、

FAO/WHOのホームページに掲載された旨の報告があった。 

・食品中の寄生虫に関して、専門家会合が開催され、複数の規準に基づくアプローチが開発

され、公衆衛生や貿易上重要な寄生虫について順位付けが行われたこと及び高い順位とな

った寄生虫に関するリスク管理措置等に関する情報について整理を行った旨の報告がなさ

れた 

・その他、魚介類中の腸炎ビブリオ及びビブリオ・バルニフィカスの検査法やデータ収集

に関連する活動及びカンピロバクター症の世界的な状況に関する専門家会合の概要等が報

告された。 

 

 (b). 国際獣疫事務局（OIE）からの情報 

OIE事務局からトリヒナ症に関する OIE コードの改正作業の進捗状況について報告があり、コー
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デックスと OIEで策定される基準の整合をとるために、それぞれの出席者の連携を求めている旨、

説明があった。 

 

議題 4. 食品中の微生物規準の設定と適用に関する原則の改定原案(ステップ 4) 

（経緯） 

 第 41 回の CCFH において新規作業の開始が合意されて以降、フィンランドと日本が作

業部会の共同議長国となり改定作業を進めている。前回会合では本体文書の詳細な検討は

行われず、主要な問題点及び今後の作業方針を議論したのみで、ステップ２に差し戻され

た。昨年 5 月にフィンランドと日本を共同議長国とし、イタリアにおいて開催された物理

的作業部会でとりまとめられた修正原案が示し、今次 CCFH 開催日前日に物理的作業部会を

開催した。本年 5 月に開催された物理的作業部会では、前回部会で編成された複数の国か

らなる各チームが作成した 7 つの実務的な事例についての概要説明及びそれらの内容を踏

まえた本体文書の見直しを行った。本改訂作業は、新しいリスク管理に関する数的指標（①

食品安全目標（FSO）、②達成目標（PO）、③達成基準（PC））を設定することを可能とした

新しい概念や、従来のロットの許容性の判断だけではなく、HACCP 等食品安全管理システ

ムの評価等、微生物規格の新しい適用、さらには昨今の新たな微生物リスク評価の研究成

果を適宜反映させることが目的としている。 

（結果） 

 本会議前日に開催された物理的作業部会（pWG）（共同議長国：フィンランド、日本）

において、各国から事前に提出されたコメントを踏まえて共同議長国が作成した本体文書

の修正原案を基に詳細な検討が行われ、内容について一部修正等を行った。なお、ムービ

ングウインドウ及びトレンド分析のセクションについては、時間的制約から pWG 後に関心

のある国が修正案を作成し、その修正案を本会議で議論することとされた。また、本体文

書以外の取り扱いについては、以下の通り部会に提案することとされた。 

 実務的な微生物規準の事例集の取り扱いについてはオプション１（FAO/WHO のホー

ムページに掲載する）とすること。また、その際は、事例作成国が修正を加えた上

で、FAO/WHO に事例集の査読を依頼するべきであること。 

 微生物規準の統計的及び数学的事項については、様々な微生物規準に対するサンプ

リングプランを示す付属文書を策定するために、FAO/WHO 専門家会合に科学的助言

を求めること。 

本会議では、我が国から上記 pWG での議論の概要を説明した後、修正を反映した文書

（CRD3）を基にセクション毎に詳細な検討が行われた。主な議論の結果は以下の通り。 

 セクション 2.1「範囲」中の、微生物の対象範囲からコーデックス汚染物質部会で議

論されている毒素や代謝産物は除外される旨の注釈については、本文書はコーデッ

クスだけでなく、各国政府や事業者が毒素や代謝産物についても微生物規準を検討

する際に参照可能な一般的な文書であり、毒素や代謝産物を考慮しなくてもよいと

の誤解が生じる可能性があることから、本注釈を削除することとされた。 

 セクション 4.5「サンプリングプラン」及びセクション 4.9「ムービングウインドウ」

については、内容がより明確になるように必要な修正が行われた。 

その他、所要の文言の追加、修正等を行った上で、本原案については、ステップ 5/8 で

次回総会に諮ることで合意された。 
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また、実務的な事例集の取り扱いについては、上記 pWG の提案の通り、コーデックスの

正式な文書ではなく、事例作成国による修正及び FAO/WHO による査読を経た上で、FAO/WHO

のホームページに掲載することとされた。 

さらに、統計的及び数学的事項に関する付属文書の必要性についても合意し、そのため

に以下の内容を含むサンプリングプランの性能特性に関連した統計的及び数学的事項につ

いて、FAO/WHO 専門家会合に科学的助言を求めることとされた。 

 動作特性曲線3の策定及び解釈の方法食品中の微生物の分布及び標準偏差の仮定の影

響 

 ムービングウインドウ4の期間の策定方法 

 その他関連する事項  

なお、我が国から本作業を検討するために EWG 又は pWG を設置することを提案したが、

FAO/WHO 専門家会合の報告書の公表時期が不明のため、現時点では作業部会の設置はしな

いこととなった。 

 

議題 5. 食肉における人畜共通感染症を起こす特定寄生虫（Trichinella spiralis 及び

Cysticercus bovis1）の管理のためのガイドライン原案（ステップ４） 

（経緯） 

 前々回会合で新規作業の開始が合意され、前回部会では、詳細な文書の検討は行われ

ず、今後の作業方針や進め方についての議論したのみで、ステップ２に差し戻された。前

回会合の決定に伴い設置された電子作業部会（議長国：EU 及びニュージーランド）が修正

原案を作成した。原案愛作成した修正原案をもとに議論が行われる。さらに部会直前の 9

月に行われた FAO/WHO 専門家会合が開催され、報告書が作成された。 

（結果） 

前回会合の決定に伴い設置された EWG（議長国：EU 及びニュージーランド）が作成した

原案及びこれに対して事前に提出され各国のコメントを基に、改正原案作成後に OIE の陸

生コードの改訂素案ができたことからその趣旨も踏まえて、会期中作業部会が設置され、

主要な論点であるリスクに基づく管理措置の中の無視できるリスクの規定について議論が

行われた。 

 本会議では、本体文書の詳細な検討は行われず、会期中作業部会の報告を踏まえて、EU

                         
3
検査特性曲線 （Operating characteristic (OC)curve） 

与えられたサンプリングプランにおいて、実際のロットの品質に応じて、ロット中の不適合品の割合を横軸に，そのロットが合格とな

る確率を縦軸にとって両者の関数関係を表すことで，抜取検査の性能を示したグラフ。 

 
4
ムービングウインドウ 

通常のサンプリング計画では同一ロットから決められたサンプル数（n）を採取して検査し、その中で基準値（m）を超えるものが（c）

個以内であれば合格と判定するが（２階級法）、Moving window では、比較的大きな数のサンプル数 n個を一定の期間、決められた頻度

で採取して検査し、最新の結果が加わるたびに最古の検査結果を n個の枠から削除し、その n個のなかで、基準値（m）を超えるものが

（c）個以内であればその工程または食品安全管理システムは適切に管理されていると判断する手法であり、サンプル日ごとの検査結果

を表に表した場合、n個の枠が検査結果が加わる度に日々移動するように見えるので、Moving window と呼ばれている。 
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から Trichinella spp.（トリヒナ）に関する作業について、“無視できるリスクとしての状

態”を達成し、維持していくための農場及びと畜場におけるモニタリング計画のあり方に

ついて以下の 3通りのオプションが提示された。（詳細は別添の表参照） 

 オプション 1：OIE コードの 8.13 章（トリヒナ症）の改訂案に示された方法に基づくア

プローチ 

 オプション 2：OIE コードの 8.13 章の改訂案を一部代替した方法に基づくアプローチ 

 オプション 3：野生動物のモニタリング等を含む、OIE コードの 8.13 章の改訂案とは独

立した方法に基づくアプローチ 

これに関して、部会としてはオプション 1 と 2 については支持するが、オプション 3 に

ついては野生動物のモニタリングは本作業の対象範囲外であることから現時点では支持し

ないこととされた。また、OIE の陸生コードは現在改訂作業中であり、オプション 2 に関

しては、現時点の改訂案には含まれていないことから、オプション 2 を OIE コードに含め

るためには、各国の CCFH 代表と OIE 代表との連携が重要との指摘がなされた。さらに動物

の疾病のステータスに関する公的認定は OIE の管轄であり、今後とも作業の重複を避けつ

つ、コーデックスと OIE との協力を強化していく必要性を確認した。 

また、部会はトリヒナのコントロールのために上述されたオプションは、Taenia 

saginata /Cysticercus bovis（牛の無鉤嚢虫）のガイドライン案には適用されないことを確

認した。 

と畜場でのデータに基づくサーベイランスプログラムの開発について、部会は従前の

FAO/WHO への要請内容を精密化し、この作業において将来的に使用できるように、既存

の情報や例を収集し、レビューすることに焦点をおくことにした。 

議論の結果、トリヒナの文書と、牛の無鉤嚢虫の文書の策定は並行して進めることし、

本原案についてはステップ 2 に差し戻し、上記の議論及び OIE コードの改定作業の進展等

も踏まえつつ、EWG（議長国：EU 及びニュージーランド）において再検討を行った後、ス

テップ 3 で各国にコメントを求め、次回部会の直前に pWG を開催し議論することで合意さ

れた。 

また、各国の OIE 代表とコーデックス代表が、トリヒナに関するコーデックスと OIE の

作業の整合性を確保するためにさらに協力していくことが推奨された。 

 

議題 6. スパイス及び乾燥芳香性植物に関する衛生実施規範の改定原案（ステップ４） 

（経緯） 

 前回会合において、米国が新規作業の提案を行い、本年 7 月の総会で新規作業として承

認された議題である。前回会合の決定に伴い設置された電子作業部会（議長国：米国）に

おいて、食品衛生に関する一般原則（CAC/RCP 1-1969）や生鮮果実・野菜に関する衛生実

施規範（CAC/RCP 53-2003）との整合性などを考慮した検討が行われ、改定原案が提示され

た。 

（結果） 

 前回会合の決定に伴い設置された EWG（議長国：米国）が策定した改定原案について、

議長国から、スパイスについては世界中で栽培、製造、包装までの間で、多様な様態があ

ることを踏まえて策定したこと、水分管理、ペストコントロール、マイコトキシン産生か

びの増殖及びサルモネラ等の病原体による汚染の制御並びに微生物低減措置が主要な項目
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であることが報告された。また、EWG から更なる議論が必要な項目についての提案がなさ

れ、部会ではこれらの主要な論点について議論が行われた。主な議論の結果は以下の通り。 

 スパイスは一般的に乾燥された状態のものであることから、文書中で使用する用語

については、“dried spice（乾燥スパイス）”ではなく単に“spice（スパイス）”とす

ることとされた。 

 お茶と乾燥野菜については、飲料と食品原料と見なされ、スパイスでも乾燥芳香性

植物でもないこと、対象範囲を拡げることは今回の改定作業にはないこと等から、

本文書の対象範囲から除外することで合意された。なお、これらに関しては今後、

前回会合で新規作業として総会に提案することに合意し、本年 7 月の総会で新規作

業として承認された議題である。前回会合の決定に伴い設置された電子作業部会（議

長国：ブラジル）において、これまでに策定された付属文書などを参考に検討が行

われ、原案が提示され新規作業として開始される「水分含量が低い食品の衛生実施

規範」の検討において、対象範囲に含める可能性があると考えられる。（議題 8 参照） 

 サルモネラ属菌の微生物規準については、科学的根拠が不明確とする日本からの主

張も考慮され、他の病原菌のリスクの可能性、サンプリングプランの妥当性も含め

て、FAO/WHO 専門家会議にリスク評価を要請することとされた。 

 本原案についてはステップ 2に差し戻し、EWG（議長国：米国及びインド）で改定原案を

再検討した後、ステップ 3 で各国にコメントを求め、次回部会で議論することで合意され

た。 

 

議題 7. 生鮮野菜・果実に関する衛生実施規範のベリー類に関する付属文書原案（ステッ

プ４） 

（経緯） 

前回会合で新規作業として総会に提案することに合意し、本年 7 月の総会で新規作業とし

て承認された議題である。前回会合の決定に伴い設置された電子作業部会（議長国：ブラ

ジル）において、これまでに策定された付属文書などを参考に検討が行われ、原案が提示

された。   

（結果） 

 前回の部会の決定に従い設置された EWG（議長国：ブラジル）において、これまでに

策定された付属文書などを参考に作成された原案を基に、本部会において、ステップ 3 で

各国から提出されたコメントや修正意見を踏まえてセクション毎に議論を行った。 

本文書の適用範囲については、議論の結果、strawberries、raspberries、blackberries、mulberries、

buleberries、currants and gooseberries 及び groundcherries とし、国により、通称が異なる場合

があることから学名も併記することで合意した。また、野生のベリー類については、収穫

後の作業に限定して適用することとされた。その他、所要の文言の追加、修正等を行った

上で、本原案については、ステップ 5/8 で次回総会に諮ることで合意された。また、部会

は、議題 8 で議論される予定の生鮮野菜・果実に関する衛生規範の本体文書及び全付属文書

の改定提案を支持することとした。 

 

議題 8. その他の事項及び今後の作業（ステップ 4） 

(b)水分含量が低い食品の衛生実施規範に関する討議文書 
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（経緯） 

前回会合でスパイス及び乾燥芳香性植物のための衛生実施規範の改正を新規作業として

決定した際に、可能な範囲で横断的なアプローチをとるべきとの観点から、水分含量が低

い食品の衛生実施規範の策定についても検討することとされ、米国が討議文書の準備をす

ることになった。なお現在の衛生実施規範は乾燥果実及び野菜、乾燥ココナッツ、ナッツ

類など個別の製品毎に策定されている。 

（結果） 

本部会の前日に開催された作業部会（議長国：米国）の結果、「水分含量が低い食品の衛生実

施規範」が新規作業として提案され、議論の結果、次回総会に新規作業の承認を求めることとさ

れた。また、次回部会に向けてカナダ及び米国が議長国となり、EWG 及び部会直前に pWG を開催

し、原案を作成することとされた。さらに、本件に関連して FAO 及び WHO に対して、以下の科学的

助言を求めることで合意した。 

・水分含量が低い食品のうち、優先順位が高い食品及び関連する微生物的ハザードの検討 

・特定された食品に関連する微生物学的ハザードに対するリスク管理措置 

また、「食品中の寄生虫の発生及び管理」及び「生鮮野菜・果実に関する衛生規範の改定」の 2

件について、次回部会で取扱いを検討することが合意された。前者についてはオーストラリアを議

長国とする EWGが、後者についてはブラジルが討議文書を準備することとされた。 

なお、インドから提案があった「穀類の保管に関する衛生規範」の策定に関する新規作業提案

については、「水分含量が低い食品の衛生実施規範」の策定の中で検討することとなった。 

 

(c)新規作業及び衛生実施規範の定期的な見直し/改定に関する討議文書 

（経緯） 

 前回会合でオーストラリアから既存の衛生実施規範で最近改訂が行われていないものを

食品安全及び国際貿易上のインパクトを基に順位付けをし、優先度が高い案件について新

規作業とする提案がなされ、議論の結果、過去の新規作業提案で優先順位が低いとされた

案件の取り扱い、新規作業提案の優先リストの策定及び優先順位を決める際の規準につい

て整理した討議文書を準備することとされた。 

（結果） 

前回会合でオーストラリアから既存の衛生実施規範で最近改訂が行われていないものを

食品安全及び国際貿易上のインパクトを基に順位付けをし、優先度が高い案件について新

規作業とする提案がなされ、議論の結果、過去の新規作業提案で優先順位が低いとされた

案件の取り扱い、新規作業提案の優先リストの策定及び優先順位を決める際の規準につい

て整理した討議文書を準備することとされた 

 

議題 9. 次回会合の開催日程及び開催地 

次回 CCFH会合は 2013年 11月 11～15日にベトナムで開催される予定。 
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On-farm auditing 

Option 

2 
Same as above no 

（Enhanced） 

Risk based 

Monitoring 

slaughtering 

pigs 

Risk based 

monitoring 
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（参考） 

 

食品衛生部会(CCFH)の作業と今後のアクション 

 

事項 ステップ 今後のアクション 

食品中の微生物規準の設定と適用に

関する原則の改定原案 5/8 
第36回総会 

生鮮野菜・果実に関する衛生実施規

範のベリー類に関する付属文書原案 5/8 
第36回総会 

食肉における人畜共通感染症を起こ

す 特 定 寄 生 虫 （ Trichinella 
spiralis及びCysticercus bovis）の

管理のためのガイドライン原案 

2/3 

電子的作業部会[議長国：EU/ニ

ュージーランド] 

第45回CCFH 

スパイス及び乾燥芳香性植物に関す

る衛生実施規範の改定原案 2/3 

電子的作業部会[議長国：米国/

インド] 

第45回CCFH 

水分含量が低い食品の衛生実施規範

に関する討議文書 
1/2/3 

第36回総会 

電子的作業部会[議長国：カナダ

/米国] 

第45回CCFH 

新規作業の提案 

- 

物理的作業部会[議長国：ベトナ

ム/米国] 

第45回CCFH 

新規作業の評価及び優先順位の規準 

- 

物理的作業部会[議長国：ベトナ

ム/米国] 

第45回CCFH 

将来の作業計画 

- 

物理的作業部会[議長国：ベトナ

ム/米国] 

第45回CCFH 

食品中の寄生虫の発生及び管理に関

する討議文書 - 

電子的作業部会[議長国：オース

トラリア] 

第45回CCFH 

生鮮野菜・果実に関する衛生実施規

範の改定の必要性に関する討議文書 - 
ブラジル 
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資料 8-(1) 

 

FAO/WHO合同食品規格計画 

第 34回栄養・特殊用途食品部会 

 

日時：2012 年 12 月 3 日（月）～12 月 7 日（金） 

場所：バート・ゾーデン・アム・タウヌス（ドイツ） 

 

議題 

 

1 議題の採択 

2    a) コーデックス総会及び各部会からの付託事項 

b) FAO/WHOから提起された関心事項 

3 
乳幼児用の調整補助食品ガイドライン(CAC/GL 8-1991) の改訂案（ス

テップ７） 

4 
表示を目的とした食事に関係する非感染性疾患のリスクと関わりの

ある栄養素の栄養参照量（NRVs）の策定と見直しのための原則 

a) 

一般集団を対象とした食事に関係する非感染性疾患のリスクと関わ

りのある栄養素の栄養参照量（NRVs-NCD）を設定するための一般原

則（ステップ４） 

b) 
ビタミン、ミネラルの NRVs を設定するための一般原則と NRVs-NCD

を設定するための一般原則の統合 

c) 栄養参照量（NRVs）案（ステップ７） 

5 
コーデックス栄養表示ガイドラインにおける表示を目的とした栄養

参照量の追加/改訂原案（ステップ４） 

6 
必須栄養素の食品への添加に関するコーデックス一般原則 (CAC/GL 

9-1987) の改訂原案（ステップ４） 

7 
乳幼児用穀物加工食品の規格基準 (CODEX STAN 74-1981) に低体重

児用の新規 PartBを挿入することに関する修正原案（ステップ 4） 

8 
フォローアップフォーミュラのコーデックス規格（CODEX STAN 

156-1987）の見直しに関する提案 

9 食品添加物リストの改訂原案 

10 トランス脂肪酸のコーデックス定義の見直しに関する提案 

11 その他の事項及び今後の作業 

12 次回会合の日程及び開催地 
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第 34回栄養・特殊用途食品部会（CCNFSDU）概要 

 

１．日時及び開催場所 

 日時：2012 年 12月３日（月）～12月７日（金） 

 場所：バート・ゾーデン・アム・タウヌス（ドイツ） 

 

２．参加国及び国際機関 

 62加盟国、１加盟機関、31国際機関 合計274人 

 

３．我が国からの出席者 

消費者庁食品表示課 課長                  増田 直弘 

消費者庁食品表示課 食品表示調査官             塩澤 信良 

厚生労働省医薬食品局食品安全部企画情報課国際食品室 室長  鷲見 学 

農林水産省消費・安全局消費・安全政策課 国際専門職 矢野 貴子 

（テクニカルアドバイザー） 

特定非営利活動法人国際生命科学研究機構 特別顧問      浜野 弘昭 

独立行政法人国立健康・栄養研究所食品保健機能研究部長       石見 佳子 

 

４．概要 

議題１．議題の採択 

国際食糧政策研究所（International Food Policy Research Institute：IFPRI）より

提案された、伝統的育種法による作物の栄養強化（biofortification）については、議題

11「その他の事項及び今後の作業」として討議が行われることで合意された。また、食品

表示部会（CCFL）より付託されたトランス脂肪酸（Trans Fatty Acid：TFA）に関する質問

事項については、議題10ではなく議題２aとして検討されることとなった。 

 

議題２a：コーデックス総会及び各部会からの付託事項 

《比較強調表示》 

 CCFL より照会のあった、微量栄養素の比較強調表示を行う際の栄養参照量（Nutrient 

Reference Value：NRV）の 10％という条件について、10％という値は実用的アプローチ

（pragmatic approach）の結果であり、科学的根拠に基づくものではないことが、部会で

明らかにされた。 

 また、栄養及び健康強調表示の使用に関するガイドラインの6.3章（比較対照食品との

量的差を規定した章）は主要栄養素と微量栄養素の両方を含むため分かりにくく、より明

解な文章にすべきとの意見が示された。このほか、比較対照食品との比較は十分な量的差

に基づくべきであり、微量栄養素含有量に係る10％差という条件は小さすぎるとの意見等、

様々な意見が示された。 

 部会としては、選択可能なアプローチについては様々な意見があり、現時点ではこれ以
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上の検討はできないが、CCFLにより 6.3章の文章が明確化されるべきとの見解を示した。 

 

《TFAフリー強調表示》 

 CCFL から CCNFSDUに対し、TFAフリー強調表示の要件の策定に関する助言を求められて

いたが、これについても、当該要件の策定を支持する意見や、“フリー”の解釈は各国で異

なるとの意見、TFA が問題になっているのは数ヶ国のみであるとの意見等、様々な意見が

示された。 

 部会では、TFAフリー強調表示の策定については、CCFLでもまだ決定していない旨説明

があった。このため、部会としては、CCFL が TFA フリー強調表示の策定を決定した後に、

当該要件について検討することで合意した。 

 

《TFA分析法》 

 CCNFSDU は CCFLから、TFA分析法に関する以下の２点の検討について、分析・サンプリ

ング法部会（CCMAS）への諮問を依頼されていた。 

 特定の油脂のみに適用されているAOCS1 Ce 1h-05 が食品のTFA分析にも適用できる

か 

 栄養表示ガイドライン用の飽和脂肪酸（Saturated Fatty Acid：SFA）分析法として

すでにTypeⅡ2とされているAOAC 996.06 について、栄養表示ガイドラインや栄養及

び健康強調表示の使用に関するガイドライン用の TFA 分析法としてTypeⅡとみなせ

るか 

 部会としては、現行の栄養表示ガイドラインに定義されているTFAについて、分析法の

適用性に係る検討をCCMAS に依頼することで合意した。 

 

議題２b：FAO/WHO から提起された関心事項 

 WHOからは、CCNFSDUの作業に関連するWHOの活動として、非感染性疾患の予防と管理に

向けた世界的なモニタリングの枠組み等の紹介があった。また、ナトリウムとカリウムに

関するWHOガイドラインが2012 年末までに公表予定であること、また、総脂質と糖類に関

するガイドラインについては、2013年の初旪にガイドライン検討委員会に諮る前にパブリ

ック・コンサルテーションを行う予定であることが紹介された。さらに、総脂質摂取と体

重増加、糖類摂取と体重増加に関連するシステマティック・レビューが2012年12月と2013

年１月に、それぞれ英国医学雑誌（British Medical Journal: BMJ）に掲載予定である旨

紹介があった。この他、WHO からは、食事と健康に関する栄養ガイダンス専門家諮問グル

                         
1 アメリカ油化学会 
2 TypeⅡ（参照法）: TypeⅠの設定が困難な場合の参照法として、Type Ⅲの分析法のうちから選ばれた分析

法。係争の際また較正のために推奨される分析法。 

    ［参考］ 

   TypeⅠ（定義法）: 当該測定項目について許容される値を定義できる唯一の分析法; TypeⅢ（代替承

認法）: コーデックスの要求基準を満たしており、おそらくは監督、監（検）査、規制の目的で利用

される分析法; TypeⅣ（暫定法）: 伝統的に用いられてきた方法、又は最近導入された方法でCCMAS

での承認に必要な基準が定められていないもの 
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ープ (WHO Nutrition Guidance Expert Advisory Group: NUGAG）による SFAと TFAに関す

るシステマティック・レビューも現在進行中である旨紹介があった。 

 

議題３：乳幼児用の調整補助食品ガイドライン(CAC/GL 8-1991) の改訂案（ステップ７） 

（経緯） 

 本議題については、母乳保育が普及しているガーナにおいて、生後６ヶ月までは問題が

ないものの、その後の栄養不足が大きな問題となっていることから、「年長乳児及び年尐幼

児用補助食品のガイドライン（CAC/ GL08-1991）」について、ガーナが見直しを提案してい

るものである。 

 前回部会では、電子作業部会（共同座長国：ガーナ、米国）で議論された結果等を基に

議論が行われた。 

 最終的に議長からの提案により、調整補助食品は６～24ヶ月及びそれ以上の乳幼児に使

用されるべきものであり、2002 年の WHOの報告書に加え、2003年及び 2005 年のガイダン

スの原則に関する文書を脚注に引用することで合意した。 

 また、原材料や衛生等、他の基準との整合性も含めて追加、更新、修正が行われるとと

もに、汚染物質については新規で項目が追加された。 

 本改訂原案についてはステップ５での採択を総会に諮ることが合意され、第 35回総会に

おいて採択された。 

（結果） 

 今次部会では、6.5章（炭水化物）及びANNEX について主に検討が行われた。 

 このうち、炭水化物については、6.5.1章の「栄養甘味料（nutritive sweetener）を使

用する場合は、控え目に（sparingly）使用すべきである」という規定案に関して検討が行

われた。特に「栄養甘味料」と「控え目に」という用語の適切性について種々の意見が出

されたが、結局部会としては、「甘味付与の目的で添加する炭水化物は控え目に使用すべき

である」と修正することで合意した。 

 ANNEX については、ビタミンとミネラルの選択や量に関する手引きとなるため、ガイド

ラインに残すことで合意した。また、CX/NFSDU 11/33/8 に示されたANNEX 修正案には、ビ

タミンやミネラルの値として、①栄養素摂取基準値（Reference Nutrient Intakes: RNIs）

又は Individual Nutrient Levels 98（INL98）3、②推定平均必要量4、③RNI70％の３種類

の値が記載されていたが、部会としては、①のみ記載し、当該ガイドラインの対象となる

食品については、１日当たりの分量中のビタミン及びミネラル含有量は、①の50％以上と

規定することで合意した。 

 部会としては、本改訂案をステップ８として第36回総会に諮ることで合意した。 

 

議題４：表示を目的とした食事に関係する非感染性疾患のリスクと関わりのある栄養素の

                         
3 RNIs、INL98とも、ある対象集団において測定された必要量の分布に基づき、母集団に属する98％の人が

充足している量。「日本人の食事摂取基準」の「推奨量」とほぼ同義。 
4 ある対象集団に属する50％の人が必要量を満たす（同時に、50％の人が必要量を満たさない）と推定され

る摂取量。 
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栄養参照量（NRVs）の策定と見直しのための原則 

 本議題については、食事に関連する栄養素欠乏による疾患や障害を除いた非感染性疾患

のリスクに関連する栄養素の表示を目的とした栄養参照量（Nutrient Reference Values: 

NRVs）を議論するものである。 

 

（a）：一般集団を対象とした食事に関係する非感染性疾患のリスクと関わりのある栄養素

の栄養参照量（NRVs-NCD）を設定するための一般原則（ステップ４） 

（経緯） 

前回部会では、表示を目的とした食事に関係する非感染性疾患のリスクと関わりのある

栄養素の栄養参照量5（NRVs for Labelling Purposes for Nutrients Associated with Risk 

of Diet-Related Noncommunicable Diseases: NRVs-NCD）の一般原則における科学的根拠

の確からしさについて主に議論が行われた。我が国をはじめいくつかの国は、“Probable

（おそらく確実） ”は“Convincing（確実）”に比べると確からしさはやや弱いものの、

科学的根拠は十分であり、NRVsを参照する多くの諸外国においては必要であるものとして

“Probable”を残すことを支持した。一方、EU や米国は、“Convincing”のみとすること

を主張し、WHOは“Probable”を含めることを支持した。最終的には、本文から“Probable”

を削除する一方で、根拠として、“Probable”を含めることの適切さについて検討すること

を本文に追加することで合意した。また、本議題をステップ３に差し戻し、電子作業部会

（座長国：米国、共同座長国：タイ及びチリ）を設置することで合意した。 

今次部会では、NRVs-NCD の科学的根拠レベルを“Convincing”に限定するか“Probable”

も含めるか、各国が独自にNRVs-NCDを設定する場合の科学的根拠レベルをどうするかにつ

いて、主に議論が行われることとなった。 

（結果） 

 議論の結果、各国が独自に NRVs-NCD を設定する場合の科学的根拠レベルについては、

“Convincing”や“Probable”に限定せず、各国が科学的根拠レベルを柔軟に選択できる

規定にすることで合意した。 

 また、WHO はすでに科学的根拠レベルの評価指標に“Convincing”という用語を用いて

おらず、新たにGRADE分類6を用いていることから、NRVs-NCDの設定については“Convincing”

など特定の用語のみに依拠する規定とするのではなく、GRADE 分類で“Convincing”に相

当する科学的根拠レベルも採用できる規定にすべきとの意見があった。これに関して、WHO

からは、2002 年（WHO/FAO）と 2008 年（FAO/WHO）のレポートでは科学的根拠レベルの評

価指標として、“Convincing、Probably、Possible（可能性あり）、Insufficient（根拠不

十分）”を用いていたものの、2009年の WHOのレポート以降、WHOでは、GRADE分類”High

                         
5 我が国では、NRVsに相当するものとして「栄養素等表示基準値」が策定されており、栄養機能食品の表示

事項として規定されているほか、栄養素等含有量に係る強調表示（「豊富」「含有」「低」「ゼロ」等）の基準

値の設定根拠となっている。なお、我が国でも、ナトリウム等、一部の栄養素については、生活習慣病の一

次予防を目的とした「目標量」をベースに、栄養素等表示基準値が算出されている。 
6 GRADE (Grading of Recommendations, Assessment, Development and Evaluation): WHO Handbook for 

Guideline Development (2012年）

（http://apps.who.int/iris/bitstream/10665/75146/1/9789241548441_eng.pdfの７章に詳しい説明あり。） 
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（高い）、Moderate（中等度の）、Low（低い）、Very low（とても低い）”を新たな評価指

標として用いている旨説明があった。さらに、WHO 及び FAO から、栄養に関する FAO/WHO

の合同専門家会合（the Joint FAO/WHO Expert Meetings on Nutrition: JEMNU）の作業で

もGRADE分類を用いる予定である旨説明があった。NRVs-NCD の設定に係る規定にGRADE分

類を盛り込むことについては、時期尚早との意見や“Convincing”に限定すべきとの意見

も一部出されたものの、最終的に部会としては、一般原則にGRADE分類を盛り込む規定と

することで合意した。 

 この他、NRVs-NCD の設定に係る規定については、ある栄養素と非感染性疾患リスクとの

関連が認められる要件として、「尐なくとも１つ以上の主要な人口集団において（例：成人）」

という文言を挿入することに合意した。 

 部会としては、本改訂原案をステップ5/8として第36回総会に諮ることで合意した。 

 

（b）：ビタミン、ミネラルのNRVs を設定するための一般原則とNRVs-NCD を設定するため

の一般原則の統合 

（経緯） 

NRVs については、ビタミン、ミネラルのNRVsと NRVs-NCDの双方を１つの定義文に規定

することがCCFLより提案され、本年７月の第35回総会において、この定義案を栄養表示

ガイドラインに明記することが採択されていた。 

そして、もし２つの一般原則を統合する場合、NRVs については、必要量に基づく

NRVs-Requirements（NRVs-R）と NRVs-NCD の用語を新たに用いることとした上で、それぞ

れの定義については一般原則内に明記するか、あるいは栄養表示ガイドライン（CAC/GL 

2-1985）に明記するかを検討することとなった。 

（結果） 

 部会としては、２つの一般原則を統合することで合意した。 

 NRVs-R と NRVs-NCD の定義については、一般原則に明記するのではなく、栄養表示ガイ

ドラインの2.6章（NRVs の定義）及び3.4章（栄養素含有量の表示）に明記することとし、

その修正案について第41回 CCFLに諮った上、第36回総会に諮ることで合意した。 

 

（c）：栄養参照量（NRVs）案（ステップ７） 

（経緯） 

前回部会では、SFA（20g/2000kcal/day）、ナトリウム（2000mg/day）について、ステッ

プ5/8として総会に諮ることが合意された。しかし、本年７月の総会では、マレーシアか

ら、NRVs-NCD策定の一般原則はまだステップ３であり確定していないとの反対意見があり、

SFAとナトリウムのNRVs-NCDについては、ステップ５で採択の上、WHOのレビュー作業の

結果も踏まえつつ、今次部会で引き続き検討されることとなった。 

（結果） 

 フィリピンは、SFAの種類により生物学的特性や生理作用は異なるため、SFAの NRV-NCD

案（20g/2000kcal/day）は支持しない旨コメントした。また、マレーシアはSFAの NRV設

定自体を支持しない旨コメントし、その理由として、SFA の NRV の設定については前回部
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会で全会一致を得ていないこと、全てのSFAに血中コレステロール上昇作用があるわけで

はないこと、SFA の摂取は NCD と有意に関連しないことがいくつかの研究で示されている

こと等を挙げた。さらにマレーシアは、部会は総会の結果を尊重し、WHO によるレビュー

作業の結果を待つべきである旨コメントした。この意見については、パキスタン、フィリ

ピン、国際酪農連盟（International Dairy Federation: IDF）、全米健康連盟（National 

Health Federation: NHF）も支持を表明した。 

 一方、数ヶ国はSFAとナトリウムのNRVs案をステップ８に進めることを支持し、その理

由として、これらの値が”Convincing”な根拠に基づくものであること、SFA、ナトリウム

とも栄養成分表示を行う場合に必ず表示すべき成分として栄養表示ガイドラインに規定さ

れていること、これらのNRVsの設定については、食事、運動及び健康に関するWHOの世界

的な戦略を遂行する上で重要であること等を挙げた。また、米国は、もし特定のSFAの NRV

を設定することになれば、その値は過度に限定的なものになってしまうこと、栄養表示ガ

イドラインでは各国政府が特定集団のための NRVs を柔軟に設定できる規定になっている

こと、WHO/FAOの勧告は食事中の総SFAを対象にしていること等を指摘した。 

 WHOからは、NUGAGにより進められているSFAと TFAの最新ガイドラインの作成作業につ

いては、今後とも部会において進捗や結果を報告する予定であること、しかし、現在得ら

れている科学的根拠に照らしても、20g という SFA の NRV-NCD 案は WHO として支持できる

旨発言があった。また、2000mgというナトリウムのNRV-NCD 案については、成人と小児の

ためのWHOナトリウム摂取ガイドライン（2012 年）によっても支持されている旨発言があ

った。 

 部会としては、SFAとナトリウムのNRV-NCD 案について、ステップ８として第36回総会

に諮ることで合意した。 

 

《議題４に関連するその他の勧告》 

栄養表示ガイドライン3.4.4 章について 

 NRVに関する記載について、部会としては、「国際標準化やハーモナイゼーションのため

に」との記載を削除し、「健康的な食事摂取につながる消費者選択の支援のために（表示目

的でNRVを活用すべきである）」との記載を新たに挿入すること、並びにこの修正案をCCFL

に照会することで合意した。 

 

たんぱく質のNRVの設定に関する新規作業の必要性について 

（経緯） 

 NRVsの設定にあたっては、現行の栄養表示ガイドラインに示されている一般原則、議題

４（b）で討議された一般原則改訂案、いずれの一般原則においても、FAO/WHO最新データ

を一次資料とすべき旨が規定されている。 

 たんぱく質の NRV については、現行の栄養表示ガイドライン(CAC/GL 2-1985)では 50g

と示されているが、FAO/WHO/国連大学（United Nations University: UNU）最新データ（2002
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年）7に基づくと 58g となることから、NRVs の見直しに関する新規作業を支持するかどう

かを検討することになった。 

（結果） 

 たんぱく質のNRVの検討作業については、その重要度を疑問視する意見がある一方で、

FAO/WHO/UNU のデータや信頼できる複数の科学機関（Recognized Authoritative 

Scientific Bodies: RASB）より科学的根拠が示されていることから、たんぱく質の NRV

の検討作業を支持する意見もあった。我が国は科学的根拠に基づくNRVs-NCDの設定には賛

成の立場から、この検討作業を支持する旨発言した。 

 しかし、たんぱく質のNRVの検討作業については、栄養表示ガイドラインにおける表示

を目的とした栄養参照量の追加/改訂原案（注：今次部会では議題５として討議）でカバー

できるものであり、特段の新規作業とする必要性はない旨が示された。このため部会とし

ては、たんぱく質のNRVの検討作業については、ビタミン及びミネラルのNRVsを討議する

電子作業部会で検討することで合意した。 

 

その他事項について 

 米国はカリウムのNRV-NCD案に関する討議資料を用意する予定であり、FAO/WHO及びRASB

のデータを検討する旨表明した。 

 

議題５：コーデックス栄養表示ガイドラインにおける表示を目的とした栄養参照量の追加

/改訂原案（ステップ４） 

（経緯） 

 現行の NRVs は、栄養表示ガイドラインの本文に、また、一般集団を対象としたビタミン、

ミネラルの NRVs 策定のための一般原則は同ガイドラインの ANNEX8に、それぞれ記載され

ている。しかし、現行の NRVs についてはデータソースが古いうえ、NRVs 未設定の栄養素

も多く、見直しの必要性が指摘されてきた。 

 そこで、前回部会では、55 ヶ国から提出された各国の NRVs やその算定根拠及びデータ

を基に議論が行われた。データに関しては、各国により共有の専門用語がないことや、デ

ータ提出国の50％以上がひとつの地域に集中していたこと、栄養素により科学的根拠を評

価する文献調査数に幅があったことなどが報告された。全てのビタミン、ミネラルの見直

しは実質的に難しいとの意見から、表示を目的とした重要度に応じて優先的に検討するこ

とが必要との意見が出された。しかし、オーストラリアが28種類全ての栄養素を対象とし

たNRVsを評価することを提案したため、オーストラリアを座長とする電子作業部会を設置

することで合意し、原案をステップ３に差し戻し、今次部会で討議することで合意した。 

 栄養表示ガイドラインの NRVs はまだ更新に至っていないが、新たな NRVs の候補値

                         
7 『ヒト栄養におけるたんぱく質とアミノ酸必要量』（WHO/FAO/UMU合同専門家会議報告書: 2002年）

http://whqlibdoc.who.int/trs/WHO_TRS_935_eng.pdf 
8 ビタミン、ミネラルのNRVsについて、栄養表示ガイドラインのANNEXには、36ヶ月齢以上の一般集団に適

用される旨が記載されている。また、同ANNEXには、ビタミン、ミネラルのNRVsについて、①消費者が個々

の製品が健康的な食事摂取に相対的にどの程度寄与するかを推定するのに役立つ、②製品間の栄養素含有量

を比較するための一手段になることから、NRVsを使用してもよい旨が記載されている。 
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（potential NRVs: pNRVs）が ALINORM 10/33/26 の Appendix IVに記載されている。今次

部会では、pNRVs の適切性について、主に議論が行われることになった。 

（結果） 

 pNRVs のうち、WHO/FAO の推奨量（Recommended Nutrient Intakes: RNIs）9に基づくビ

タミンK、B1、B2、B6、B12、ナイアシン、葉酸、パントテン酸、ビオチン、カルシウム、ヨ

ウ素のpNRVについては、値の多寡を中心に様々な議論がなされたが、値の適切性について

は概ね合意に至り、ステップ5/8として第36回総会に諮ることで合意した。 

 一方、WHO/FAO の RNIs に基づくものの、電子作業部会でおそらく不適切（potentially 

unsuitable）と判定されたビタミン A、D、E、C、マグネシウム、セレンの pNRV について

は、部会としてもこれらを不適切とみなすことで合意した。また、JEMNU を通じて、WHO/FAO

から科学的助言が得られるのであれば、次回部会での検討に向けて、WHO/FAO に対する質

問を電子作業部会で考えていくべきであるとの合意に至った。FAO 及び WHO は、その質問

は優先度を考慮し明確なものであること、また、検討に要する時間はその質問の性質や得

られる情報源に依存する旨指摘した。 

 この他、部会では米国で NRVs の設定作業が行われていること、また、EU では欧州食品

安全機関（European Food Safety Authority: EFSA）がビタミン、ミネラルのフルレビュ

ーを行っており、2015年に終了予定である旨連絡があった。 

 鉄と亜鉛については、各国の食事の特性によって体内吸収率が異なるため、複数のpNRV

が提案されており、部会でも様々な意見が示された。しかし、現時点では鉄と亜鉛の pNRV

の問題には対処できず、さらなる検討が必要とされた。また、WHO/FAO の RNIsではなく米

国医学研究所（Institute of Medicine: IOM）の食事摂取基準に基づくリン、塩化物、銅、

フッ素、マンガン、クロム、モリブデンのpNRV については、検討を先送りすることで合意

した。 

 RASBの定義については、電子作業部会の定義案を基にいくつかの修正が加えられた。こ

のうち、RASBとしての要件の一つに、１日当たりの摂取目安量に関する科学的助言を行っ

ていることが規定されていたが、その科学的助言が何ヶ国の政策で活用されていればよし

とするかで議論になった。米国をはじめ数ヶ国は２ヶ国以上にすべきと主張したが、２ヶ

国以上を要件とした場合、その要件を満たすRASB は極めて限定され、偏ったデータが提供

される可能性が否定できないことから、我が国をはじめ数ヶ国は、１ヶ国以上を要件とす

べきと発言した。結果、部会としては１ヶ国以上を要件とする案で合意した。 

 ナイアシンと葉酸の変換係数については、その妥当性について様々な意見が示されたが、

部会としては、変換係数の表に注釈を付け、変換係数は国家当局への情報提供が目的であ

り、変換係数自体のハーモナイゼーションを意図したものではないことを明記することで

合意した。また、ビタミンA、Eの変換係数については、次回部会でさらに検討することで

合意した。 

 今次部会では、この他の事項（鉄と亜鉛の“生体利用率”という用語を“吸収率”に置

き換えること等）については特に検討が行われず、今後電子作業部会でさらに検討してい

                         
9 p3の RNIs及び INL98と同義。 
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くこととなった。 

 部会としては、オーストラリアを座長国とする電子作業部会を立ち上げ、①ビタミンA、

D、E、C、マグネシウム、セレン、鉄、亜鉛のNRVs-Rと変換係数に関する追加/改訂原案の

提言、②たんぱく質に係るNRVの検討とNRV-R 改訂案の提言、③RASB 定義の検討と最終定

義案の提言等を付託事項として、NRVs に係る作業を行っていくことで合意した。また、値

の適切性が認められたpNRVs、及びナイアシンと葉酸の変換係数等についてはステップ5/8

として進めること、また他の値については前述のとおり電子作業部会でさらに検討を行う

こととし、ステップ３として次回部会で検討することで合意した。  

 

議題６：必須栄養素の食品への添加に関するコーデックス一般原則 (CAC/GL 9-1987) の

改訂原案（ステップ４） 

（経緯） 

 前回部会では、一般原則の各章の目的、個々の原則について議論が行われたが、さらな

る検討が必要とのことから、本議題についてはステップ３に差し戻された。なお、今次部

会で討議される改訂原案の3.1.3 章では、必須栄養素の義務的添加、任意添加のいずれに

ついても各国事情に従うべきとの原則が示されている。 

 今次部会では、一般原則の枠組みについて、主に議論が行われることとなった。 

（結果） 

 総論的な内容としては、一般原則の対象に特殊用途食品を含めるかどうか、章によって

は必須栄養素の義務的添加と任意添加を明確に書き分けるべきか等について議論が行われ

たが、いずれの事項についても結論が得られず、今後検討を行っていくこととなった。 

 また、一般原則の枠組みについても様々な議論が行われたが、いずれの事項についても

結論又は合意は得られなかった。 

 部会としては、討議文書の準備や次回部会での検討に向けて、カナダを座長国、ニュー

ジーランドを共同座長国とする電子作業部会を立ち上げることとし、ステップ３として次

回部会で検討することで合意した。 

 

議題７：乳幼児用穀物加工食品の規格基準 (CODEX STAN 74-1981) に低体重児用の新規

PartB を挿入することに関する修正原案（ステップ4） 

（経緯） 

 本議題については、穀物を原料とした栄養補助食品について、インドが新たに「低体重

乳幼児用の穀物加工食品の規格」の策定を提案したものである。インドの提案に対し、WHO

より、途上国における低体重児には発育不全の問題もあるため、低体重の取組みを単に行

っても、小児の低栄養に関する世界的な問題の解決にはならないことや、穀類及び豆類だ

けでは低栄養についての対策としては不十分であることが明確に示されていることが挙げ

られ、今後作業を進める場合には、概念及び方法について慎重な検討を行うべきとの指摘

があった。しかしながら、タイをはじめとする複数の国が、本作業のコンセプトを支持し、

現行規格はそのままで、低体重児のための新規格パートBを作成することとされた。前回

部会では、インドを座長とする電子作業部会において、特に必須成分や穀類含量、エネル
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ギー密度やたんぱく質量について十分な議論が行われたが、部会では十分な討議ができな

かったため、今次部会ではステップ３でコメントを回付し、検討することとなった。しか

し、討議文書が回付されたのは部会直前であった。 

（結果） 

 討議文書の検討には事前に時間が必要との意見や、低体重になるリスクのある小児向け

の食品は規格のパートAで対処できるのではないかとの意見が数ヶ国から示された。 

 WHOは、パートBとして提案されている規格の範囲（scope）はより明確化する必要があ

ると指摘した。また、低体重は‐１標準偏差以上か‐２標準偏差以上かを問わず、発育不

全（stunting）とるいそう（wasting）が複合したものであり、発育不全とるいそうの小児

に必要な食事は同一ではないと指摘した。さらに WHO は、CX/NFSDU 12/34/10 に示されて

いる低体重リスクのある小児はある地域では全ての小児に該当し、現行規格で対処できる

可能性があること、また、インドが取り組みたいのはおそらく、身長体重比がWHOの小児

成長基準（WHO child growth standards）の中央値に対し‐３から‐２Ｚスコア10の中等

度急性栄養失調の小児ではないかと指摘した。 

 部会としては、インドを座長国、ボツワナを共同座長国とする電子作業部会を立ち上げ、

部会での指摘事項をもとに規格原案の改訂を行っていくこと、また、修正原案を電子作業

部会に差し戻し、ステップ３として次回部会で議論することで合意した。 

 

議題８：フォローアップフォーミュラのコーデックス規格（CODEX STAN 156-1987）の見

直しに関する提案 

（経緯） 

 ニュージーランドは、フォローアップフォーミュラに関する現行規格が策定されてから

20年以上たち、技術的な発展だけでなく、フォローアップフォーミュラの多様化も考慮に

入れて更新をする必要があることから、規格の見直し及び見直しの範囲（全面的か部分的

か）について提案したが、十分な討議ができなかったため、今次部会で検討することとな

った。なお、前回部会では、WHO の代表より、現在の母乳代替品の販売促進に関する規格

に関連して、フォローアップフォーミュラに関する作業を進めていることが示された。 

（結果） 

 部会としては、現行規格を全面的に見直すことで合意した。 

 現行規格ではフォローアップフォーミュラの対象年齢は６ヶ月から１歳の乳児とされて

いるが、これに関して、12ヶ月以下の乳児を対象とするインファントフォーミュラ及び乳

児用特殊医療用フォーミュラの規格と対象年齢が重複している旨指摘があった。また、フ

ォローアップフォーミュラ規格自体の要不要論も交わされた。 

 議論の結果、部会としては、フォローアップフォーミュラの規格が、乳幼児の栄養に関

する世界勧告に照らしても、やはり必要かどうか等について検討することで合意した。 

 WHO は、世界保健総会（World Health Assembly: WHA）ではいわゆるフォローアップミ

                         
10 ある観測値が平均値から標準偏差の何倍程度離れているかを示す指標。（観測値－平均値）÷標準偏

差により算出される。 
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ルクのような調製乳は不要（WHA 39.28）と明確に示されている旨指摘した。このため、も

し現行規格の全面的見直しの中で、６ヶ月から３歳児におけるフォローアップフォーミュ

ラの利用実態調査も行うのであれば、WHO としてもこの全面的見直し作業を支持する旨発

言があった。 

 部会としては、フォローアップフォーミュラの規格の見直しに関する新規作業を進める

ため、ニュージーランドを座長国、フランスとインドネシアを共同座長国とする電子作業

部会を立ち上げることで合意した。 

 

議題９：食品添加物リストの改訂原案 

（経緯） 

 インファントフォーミュラ及び乳児用特殊医療用フォーミュラの規格に含まれる食品添

加物の分類について、食品添加物部会（CCFA）より生理的体成分や生理的代謝物などの分

類分けが提案されたことから、クエン酸塩及びリン酸塩を添加物リストに含むべきとされ

た（クエン酸ナトリウムとクエン酸カリウムはすでに含まれている）。今後は、スイスが

添加物リストを修正の上、回付することとされていたが、実際に回付されたのは部会直前

であった。 

（結果） 

 部会としては、討議文書については事前確認の時間がなかったことから、次回部会で検

討を行うことで合意し、スイスは各添加物の要否情報を収載した討議文書を用意すること

となった。 

 

議題 10：トランス脂肪酸のコーデックス定義の見直しに関する提案 

（経緯） 

 TFA のコーデックス定義は栄養表示ガイドラインに示されているが、現行の定義では共

役脂肪酸は除外されている。また、同ガイドラインの脚注には、新しい科学的データが得

られた場合は、現行の定義を見直す可能性のある旨が示されている。 

 前回部会では、現行の定義の見直しに関する議論が行われ、このなかでオーストラリア

より、共役脂肪酸を除外している現行の定義は、健康影響に関する最新の研究を基に見直

しを検討すべきとの発言があった。共役脂肪酸をTFAの定義に含めるかどうかは新たな論

点となるため、部会はオーストラリアに対し、今次部会において新規作業としての提案を

行うように要請した。 

 今次部会では、本件を新規作業にすべきか否かについて議論が行われることとなった。 

（結果） 

 オーストラリアの要求に対して、WHOからは、SFAと TFAに関する作業がNUGAG のサブグ

ループで進行中であり、共役脂肪酸についても冠動脈疾患の発症や全死亡率等、主要健康

指標への影響に関するレビューを行っているが、健康上の利益との関連については調査し

ていない旨発言があった。 

 部会としては、NUGAG の作業結果が得られるまで、本議題の議論は行わないことで合意

した。 
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議題 11：その他の事項及び今後の作業  

 IFPRI は伝統的育種法による作物の栄養強化に関するプレゼンを行い、次回部会用の討

議文書を用意する旨提案した。 

 部会ではこの提案を支持する意見があった一方で、討議文書の目的を問う発言や、新規

作業とすること自体に否定的な意見もあった。 

 結果的に、カナダはIFPRIと協同して討議文書の目的を明確化していくことを提案し、

部会で承認された。 

 

議題 12：次回会合の日程及び開催地 

 第 35 回部会は、2013 年 11 月４日から 11 月８日に、ドイツ（場所未定）にて開催され

る予定である。 
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栄養・特殊用途食品部会（CCNFSDU）の作業と今後のアクション 

事項 ステップ 今後のアクション 

乳幼児用の調整補助食品ガイドライン(CAC/GL 

8-1991) の改訂案 

８ 第 36回総会 

栄養参照量（NRVs）案 ８ 第 36回総会 

一般集団を対象とした食事に関係する非感染性

疾患のリスクと関わりのある栄養素の栄養参照

量（NRVs-NCD）を設定するための一般原則原案 

5/8 第 36回総会 

コーデックス栄養表示ガイドラインにおける表

示を目的とした栄養参照量の追加/改訂原案（ビ

タミンK、B1、B2、B6 、B12、ナイアシン、葉酸、

パントテン酸、ビオチン、カルシウム、ヨウ素及

び関連脚注） 

5/8 第 36回総会 

ビタミン、ミネラルの NRVs を設定するための一

般原則と NRVs-NCD を設定するための一般原則の

統合 

採択 第 36回総会 

コーデックス栄養表示ガイドラインにおける表

示を目的とした栄養参照量の追加/改訂原案（上

記以外の栄養素の値（たんぱく質を含む）） 

2/3 電子作業部会 

（座長国：オーストラリア） 

第 35回栄養・特殊用途食品

部会 

必須栄養素の食品への添加に関するコーデック

ス一般原則 (CAC/GL 9-1987) の改訂原案 

2/3 電子作業部会 

（座長国：カナダ、共同座長

国：ニュージーランド） 

第 35回栄養・特殊用途食品

部会 

乳幼児用穀物加工食品の規格基準 (CODEX STAN 

74-1981) に低体重児用の新規 PartB を挿入する

ことに関する修正原案 

2/3 

 

 

電子作業部会 

（座長国：インド、共同座長

国：ボツワナ） 

第 35回栄養・特殊用途食品

部会 

フォローアップフォーミュラのコーデックス規

格（CODEX STAN 156-1987）の見直しに関する提

案 

1/2/3 

 

電子作業部会 

（座長国：ニュージーラン

ド、共同座長国：フランス、

インドネシア） 

第 35回栄養・特殊用途食品
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部会 

NCDのリスクに関連するカリウムのNRV候補値に

関する討議文書 

討議文書 

 

米国 

食品添加物リストの改訂原案 討議文書 スイス 

伝統的育種法による作物の栄養強化に関する討

議文書 

討議文書 カナダ、IFPRI 
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FAO / WHO 合同食品規格計画 

第 20 回食品輸出入検査・認証制度部会 

 

日時 ： 2013年 2 月 18日（月）～22日（金） 

場所 ： チェンマイ（タイ）  

 

仮議題 

 

１ 議題の採択 

２ コーデックス総会及びその他の部会・特別部会からの付託事項 

3(a) CCFICS の作業に係る FAO 及び WHO の活動に関する報告 

3(b) CCFICS の作業に係る他の国際機関の活動に関する報告 

４ 国内の食品管理システムに係る原則及びガイドライン原案（ステップ 6及び 3） 

５ その他の事項及び今後の作業 

5(a) 食品輸出国を対象とした多岐にわたる質問票の負担に関する討議文書 

5(b) 
国内の食品管理システムの規制面での実施状況のモニタリングに関する

討議文書 

5(c) 

食品安全に関する緊急事態への対応に係る更なるガイダンスの必要性及

び動物用飼料を取り扱うための緊急事態と受け入れ拒否に係る CCFICS
文書修正提案分析に関する討議文書 

６ 次回会合の日程及び開催地 

７ 報告書の採択 
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第 20 回食品輸出入検査・認証制度部会（CCFICS）の主な検討議題 

日時：2013年 2 月 18日（月）～22日（金） 

場所：チェンマイ（タイ）  

 

主要議題の検討内容 

 

仮議題４ 国内の食品管理システムに係る原則及びガイドライン原案（ステップ 6 及

び 3） 

国内の食品管理システムが確立していない途上国だけでなく、既に当該シス

テムを確立している国の双方にとって役立つ包括的な食品管理システムの枠組

みを提供し、政府及びその担当部局が国内の食品管理システムを作成、運用及

び改善を支援するために作成しているものである。 
昨年7月に開催された物理的作業部会が作成した原案（CX/FICS 13/20/3）がす

でに回付されている。特に、今般step3で議論される第４章については、①Policy 
setting→②System design→③Implementation→④Monitoring and System reviewの４

つのステップと最後の④の結果からすべての工程にフィードバックされる継続

的改善（Continuous improvement）から構成されるダイアグラムが提示され、各

工程で必要となる要素が示されている。 
各国、様々な形式の食品管理システムが存在しうる実態を踏まえつつ、先進

国及び発展途上国共に有益となる原則及びガイドラインの作成となるよう、わ

が国のシステムの実態も踏まえながら、適切に対応したい。 
 

仮議題 5(a) 食品輸出国を対象とした多岐にわたる質問票の負担に関する討議文書 

食品輸出国及び輸出施設は、輸入国の規制当局から、検査システム、家畜衛

生等の評価に関して様々な質問事項を受け取り、それが貿易上の障壁となって

いるとの問題意識から、輸出国等への質問事項に関する標準的な文書の構築を

提案していたもの。（提案国：コスタリカ） 
 電子的作業部会（EWG）において、問題点及び解決法について検討した結果

として、国内の食品管理システムを評価するための一般的な質問票の開発を目

的としたプロジェクトドキュメントが提案されている。 
 プロジェクトドキュメントにおいては、国の食品管理システムを評価するた

めの適切な情報のレベルでの質問票等について検討されることとなっている。

輸入国と輸出国間での適切な情報･意見交換が重要との認識のもと、基本的な衛

生情報が網羅されるとともに、我が国が引き続き必要な情報を入手できるよう、

適切に対応したい。 
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資料-9-(2) 

 

仮議題 5(b) 国内の食品管理システムの規制面での実施状況のモニタリングに

関する討議文書 

国内の食品管理システムに係る原則及びガイドライン（仮議題４）を補完す

るため、各国の規制当局がシステムの規制面での実施状況を評価するに当たっ

て活用できる指標や適切な措置についての原則及びガイドラインを作成しよう

とするもの。前回会議では、仮議題４が完了しない中で進めることに反対が多

かったため、EWG（議長国：米国）において各国がどのように食品管理システ

ムのモニタリングを行っているのか状況を把握するための質問票を作成･送付

することとなっていた。 
今般、その回答の取りまとめとともに、食品管理システムのモニタリング実

施に関する原則とガイドライン作成のプロジェクトドキュメントが提案されて

いる。このため、仮議題4（特に第4章；国内食品管理システムの枠組み）の進

捗状況を見つつ本作業を進めるべきとの立場で、評価するための指標を各国が

どのように考えているのか十分聴取し、我が国が適切にシステムの評価を行う

ことができるよう適切に対応したい。 
 

仮議題 5(c) 食品安全に関する緊急事態への対応に係る更なるガイダンスの必

要性及び動物用飼料を取り扱うための緊急事態と受け入れ拒否に係る

CCFICS 文書の修正提案の分析に関する討議文書 

国際酪農連盟が前回行った提案を整理し、情報交換に関する既存のコーデッ

クス文書（CAC/GL 19-1995及びCAC/GL 25-1997）を修正することを含め、米

国がさらなる討議文書の作成を行うこととなっていたもの。 
今回、米国より、章立ての再構築を伴う以下のようなプロジェクトドキュメ

ントが提示されている。 
・ 既存のCodex文書である食品安全の緊急事態における情報交換に関する原

則及びガイドライン（CAC/GL19-1995）及び輸入食品の受け入れ拒否に

ついての情報交換に関するガイドライン(CAC/GL25-1997)における動物

用飼料の記述を、食品安全に関係する場合に明確化する提案。 
・ 食品安全の緊急事態における情報交換に関する原則及びガイドライン

(CAC/GL19-1995)に、INFOSAN(国際食品安全当局ネットワーク)などの国

際的な仕組みを反映し、関係者の役割を明確化する提案。 
既存のCodex文書及びFAO、WHO文書との重複を避け、加盟国にとって有益な

文書となるよう、適切に対応したい。 
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資料 10-(1) 

 

FAO/WHO 合同食品規格計画 

第 23 回油脂部会 

 

日時：2013 年２月 25 日（月）～３月１日（金） 

場所：ランカウイ（マレーシア） 

 

仮議題 

 

1 議題の採択 

2 コーデックス総会及びその他の部会からの付託事項 

3 魚油の規格原案（ステップ４） 

4 名前のついた植物油規格の修正原案：米ぬか油の規格数値（ステップ４） 

5 名前のついた植物油規格の修正に関する討議文書：ひまわり油 

6 低温圧搾油に関する討議文書 

7 名前のついた植物油規格の修正に関する討議文書：高オレイン酸大豆油 

8 
名前のついた植物油規格の修正に関する討議文書：高オレイン酸（OxG）

パーム油の追加 

9 
オリーブ油及び精製オリーブ粕油規格のカンぺステロール上限値の改訂に

関する討議文書 

10 
オリーブ油及び精製オリーブ粕油規格の修正に関する討議文書：デルタ-７

-ステグマステノールの含有量 

11 コーデックス規格における受諾又は任意適用に関する付託 

12 その他の事項及び今後の作業 

13 次回会合の日程及び開催地 

14 報告書の採択 
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 資料 10-(2)  
 

 

第 23 回油脂部会（CCFO）の主な検討議題 

 

日時：2012 年２月 25 日（月）～３月１日（金） 

場所：ランカウイ（マレーシア） 

 

主要議題の検討内容 

 

仮議題２ コーデックス総会及びその他の部会からの付託事項 

（１）バルクでの食用油脂の保管及び輸送に関する実施規範：許容される前荷に関する基

準案及び許容される前荷リスト案及びリスト原案 

（経緯） 

食用油脂を大型船で輸送する際に、各国の規制当局が前荷として許容する物質を選定

する際に利用する基準案について、1987 年から作業が行われていたが、第 34 回総会にお

いて最終採択された。 

最終採択に当たっては、リストは基準作成前に作成され、リストに掲載された物質が

すべて基準案に合致しているものではないとして、米国が採択に反対し、我が国も含め

て数カ国が米国を支持した。しかし、CCFO の議長国であるマレーシアが最終採択を主張

し、多くの国がマレーシアを支持した結果、総会は最終採択を行う一方で、米国等の主

張をくみ取り、CCFO に対し、総会で採択された基準に基づき、当該リストを見直し、

JECFA にレビューを依頼する重要性が高い物質を特定するよう指示した。 

 

（対処方針） 

食用油脂のバルク輸送の国際的な流通実態を踏まえつつ、許容する前荷としてリストア

ップされた物質が、基準を満たしているか見直しが行われるよう適切に対応したい。 

 

（２）他部会からの付託事項 

・第 32、33 回分析サンプリング部会（2011, 2012 年） 

（経緯） 

従来、動植物油脂分野の「比重」の分析手法として用いられていた IUPAC 法（Type1）

が活用できなくなっていることから、分析サンプリング部会は、油脂部会に対して、「比

重」が将来にわたって必要なのか検討するとともに「見かけ密度」により代用できうるか

どうかの検討を要請した。 

 

（対処方針） 

「比重」は動植物性油脂の品質を判断する重要な指標のため規格には引き続き含めるべ

きと考える。また、油脂の特性である脂肪酸組成等を反映する指標としては「みかけ密度」

ではなく「比重」を使用することが望ましい。このため、代替法が模索される方向で検討

が進むよう適宜対応したい。 
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（経緯） 

従来、オリーブ油中の「erythrodiol + uvaol」の分析方法として用いられてきた IUPAC

法が活用できなくなっていることから、分析サンプリング部会は、国際オリーブ機関が分

析手法について検討中であることを付記した上で、油脂部会に対して、この問題について

検討することを要請した。 

 

（対処方針） 

 我が国ではオリーブ糟油の製造・流通量がわずかであり、erythrodiol + uvaol の分析方法

について知見をほとんど有していない。現在ヨーロッパで、erythrodiol + uvaol の分析方法

について検討がなされていることから、それを踏まえて、適宜対応したい。 

 

仮議題３ 魚油の規格原案（ステップ４） 

（経緯） 

 前回会合で新規作業として合意された。今次会合では、閉会期間中の電子作業部会（議

長：スイス）で検討された規格原案をもとに議論される。 

 

（対処方針) 

魚油と魚油エチルエステルを明確に区分することを求める等、魚油製品の実態を適切に

反映した規格となるよう適宜対応したい。 

 

仮議題４ 名前のついた植物油規格の修正原案：米ぬか油の規格数値（ステップ４） 

（経緯） 

 前回会合においてタイが提案した、米ぬか油の「脂肪酸組成」及び「デスメチルステロ

ール」の数値の改訂については、ステロール含有量に関するさらなるデータが必要との意

見があり、タイが次回会合までに規格原案を準備できるよう、十分な追加データを収集す

ることとなった。 

 その後、タイとアメリカから新たなデータの提出があり、今次会合では、そのデータに

基づき提案された「脂肪酸組成」及び「デスメチルステロール」の数値案について、議論

が行われる。 

 

（対処方針） 

 「脂肪酸組成」及び「デスメチルステロール」共に、集められたデータに基づき、統計

学的な手法に基づいて改訂案が提案されており、反対する特段の理由はない。ただし、「デ

スメチルステロール」中の「その他のデスメチルステロール」の値については、どの範囲

のデスメチルステロールを「その他」と定義するのかによって、総ステロール中の各デス

メチルステロールの比率が変動するため、コーデックスで規定された分析法で測定が可能

な「その他のデスメチルステロール」の範囲や定義について、統一的な見解を部会で共有

することが重要であるとの方針で適切に対応したい。 

 

仮議題５ 名前のついた植物油規格の修正に関する討議文書：ひまわり油 

（経緯） 

前回会合において、アルゼンチンが、名前の付いた植物油規格に規定されている３種類
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のひまわり油（一般、中オレイン酸、高オレイン酸）の脂肪酸組成について、一部の基準

値に隙間があり、伝統的なひまわりの種から搾ったひまわり油が、どの種類のひまわり油

にも当てはまらなくなることがあることから、規格の修正を提案したものの、作業文書の

配付が遅かったため、今次会合で議論が行われる。 

 

（対処方針） 

実態に沿った数値に既存の数値を改訂するものであり、新規作業の採択に反対する特段

の理由はない。今後数値が客観的データに基づき改訂されるよう適切に対応していきたい。 

 

仮議題６ 低温圧搾油に関する討議文書 

（経緯） 

 前回会合において、イランから、４０℃以下の温度で搾った４種（クルミ、ピスタチオ、

大麻種子、ヘーゼルナッツ）の油について、規格に追加する提案がなされたが、十分な検

討時間がなかったため、今次会合で議論が行われる。 

 今回、イランより提案のあった討議文書では、４０℃以下の温度で搾った９種（クルミ、

アーモンド、ヘーゼルナッツ、ピスタチオ、胡麻、ひまわり、ピーナッツ、とうもろこし、

サフラワー（紅花））の油を、規格へ追加する提案内容となっている。 

 

（対処方針） 

低温圧搾油の貿易量など必要なデータが不足しているため、コーデックス手続きマニュ

アルの基準に則り新規作業の採用が判断されるよう適切に対応したい。 

 

仮議題７ 名前のついた植物油規格の修正に関する討議文書：高オレイン酸大豆油 

（経緯） 

 前回会合において、米国から、名前のついた植物油の規格に、高オレイン酸大豆油を追

加する提案がなされたが、生産量及び貿易量のデータが不十分であったことから、今次会

合で改めて議論が行われる。 

 

（対処方針） 

提示された高オレイン酸大豆油の生産に関するデータは米国に限ったものではあるが、

今後国際的な流通が見込まれるとの予想が提示されていることから、新規作業の採択に反

対する特段の理由はない。今後高オレイン酸大豆油の数値が根拠あるものとなるよう適切

に対応していきたい。 

 

仮議題 12  その他の事項及び今後の業務 

・名前のついた植物油規格の修正に関する討議文書：ピーナッツ油 

アルゼンチンから、植物油の規格におけるピーナッツ油の「脂肪酸組成」等の数値の修

正について、新規提案がなされ、今次会合で議論が行われる。実態に沿った数値に既存の

数値を改訂するものであり、新規作業の採択に反対する特段の理由はない。今後数値が客

観的データに基づき改訂されるよう適切に対応していきたい。 
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資料 11-(1) 

 

 

FAO/WHO合同食品規格計画 

第 34回分析・サンプリング法部会（CCMAS） 

 

日時：2013 年 3 月 4 日（月）～3 月 8 日（金） 

場所：ブダペスト（ハンガリー） 

 

仮議題 

 

1 議題の採択 

2 コーデックス総会及びその他の部会からの付託事項 

3 コーデックス規格の分析法条項の承認 

4 国際食品貿易におけるサンプリング及び検査の原則 

4(a) 原則（Principle）のセクション（ステップ 7） 

4(b) その他のセクション（ステップ 4） 

5 参照分析法のアップデートへの対応 

6 分析法に関する国際機関間会合の報告 

7 その他の事項及び今後の作業 

8 次回会合の日程及び開催地 

9 報告書の採択 
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 資料 11-(2)  
 

 

第 34 回分析・サンプリング法部会（CCMAS）の主な検討議題 

 

日時：2013年 3 月 4日（月）～3月 8日（金） 

場所：ブダペスト（ハンガリー） 

 

主要議題の検討内容 

 

議題 2. コーデックス総会及びその他の部会からの付託事項 

 

・コメ中の無機ヒ素の分析法 

 汚染物質部会（CCCF）では、コメ中の無機ヒ素の最大基準値検討の議論が行われてい

るが、まずはコメ中のヒ素低減に向けた実施規範作成、無機ヒ素の分析法の検討を進め

ることが合意されている。 

CCCFから CCMASに対し、妥当性確認されルーチン分析に適したコメ中の無機ヒ素分析

法を特定するよう求められており、本部会で議論されるものである。 

 本年度、農林水産省は、コメ中の無機ヒ素分析法について、国際的な妥当性確認試験

（複数の国から分析試験所が参加して、共通の試料を分析し、分析法の性能を確認する

試験。コメの主生産・消費地であるアジアの国が参加。）を実施中であり、その結果等

について適切に情報提供したい。 

 

・貝毒の分析法 

 魚類・水産製品部会（CCFFP）では、食物連鎖により二枚貝に蓄積し食中毒の原因と

なる海洋生物毒（下痢性貝毒（オカダ酸類）、麻痺性貝毒（サキシトキシン類）、記憶喪

失性貝毒（ドウモイ酸）、ブレベトキシン類、アザスピロ酸類）に関し、検査に使用す

る分析法の性能が低いと基準値に適合しているかどうか正しく評価できないことから、

基準値への適合性を評価するために用いる機器分析法の性能規準（クライテリア）設定

の議論が行われている（ステップ 5）。 

使用出来る分析法に求める性能規準の要件の一つとして、検出限界（LOD）及び定量

限界（LOQ）を各毒成分毎に設定する方向で議論が進んでいるが、これら性能規準が設

定された場合、分析法は検出限界と定量限界の両方を満たす必要があるのか、それとも

どちらか一方を満たせば良いのかについて、CCMASに確認することとされている。 

 測定値を比較評価する場合（例えば輸出国と輸入国で比較）には、それぞれの測定値

の信頼性が同等であることが必須であり、このため、性能規準としては当然両者を満た

すべきものである旨、科学的に適切に対応したい。 

 

・トランス脂肪酸の分析法 

 食品表示部会（CCFL）及び栄養・特殊用途食品部会（CCNFSDU）では、栄養表示ガイ

ドライン、並びに栄養及び健康強調表示の使用に関するガイドラインの見直しが進めら

れており、CCNFSDU から、栄養表示ガイドラインにおける飽和脂肪酸の分析法として採
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択されている AOACインターナショナルの分析法（AOAC 996.06）や、乳児用調製粉乳中

のトランス脂肪酸分析法として採択されている米国油化学会の分析法（AOCS Ce 1h-05）

について、トランス脂肪酸の分析法として適用できるかどうかなど、トランス脂肪酸の

分析に適応可能な分析法について検討依頼されている。 

現行の栄養表示ガイドラインにおけるトランス脂肪酸の定義 1では、理論上考えられ

る全てのトランス脂肪酸を対象に含めることになっている。しかし、現実にトランス脂

肪酸の定量分析を行う場合には、①標準試薬の入手可能性 2、さらに②機器分析（ガス

クロマトグラフ）で複数の脂肪酸のピークが重なってきた場合に当該ピークをどのよう

に取り扱うか 3

なお、トランス脂肪酸の定義及びどのトランス脂肪酸を分析の対象とするかはCCFL及

びCCNFSDU

などが検討されていることが必要である。 

4

 

が検討するべき事項であるが、これらの検討には、トランス脂肪酸に係る毒

性データ、分析法の性能や入手可能な標準試薬等の情報等も有用になると考えられる。

CCMASにおいては各分析法について必要な参考情報が提供されるよう適切に対応したい。 

 

議題 4. 国際食品分析におけるサンプリング及び検査の原則 

（経緯） 

32回部会で国際食品貿易におけるサンプリングや検査に際して、科学的な観点から紛争

を防ぐための原則（Principle）を作成することで合意され、前回部会では原則部分につい

て議論された。今次部会では、原則部分（ステップ 7）について各国のコメントを踏まえ

た修正が検討されるとともに、説明（Explanatory Note）や事例（Example）について議論

される予定である。 

（対処方針） 

 原則については、既存の各種ガイドラインと整合する内容とすることが既に合意されて

おり、新たに作成が検討されている説明（Explanatory Note）部分についても複数のガイ

ドライン等に分散している内容を分かりやすくまとめるなど新たな内容を盛り込むもので

はないと想定されるので、我が国も主に輸入国の立場から、規制当局にとって分かりやす

いガイドライン等が出来るよう対応したい。 

 

 

議題 5. 参照分析法のアップデートへの対応 

                         
1
 栄養表示ガイドライン（CAC/GL2）では「共役型二重結合が無く、少なくとも一つのメチレン基（－CH2－）によって

離されたトランス型の炭素－炭素二重結合がある不飽和脂肪酸の全ての幾何異性体」と定義されています。食品に含ま

れる主なシス型脂肪酸についてだけでも、理論上、数百種類以上のトランス脂肪酸成分が存在することになります。 

2 分析可能なトランス脂肪酸成分種は、入手可能な標準試薬の種類によって異なります。 

3  ガスクロマトグラムにおける基準線（ベースライン）に対し、ピークの取り方を決めておくことが必要です。また、

例えば、AOAC 996.06では、未同定ピークについてマススペクトルや IRスペクトル等で同定を試みることが規定されて

いますが、硝酸銀カラムでの分離を試みるのかなど、どの範囲までの同定を試みるのかを決めておかないと、同じサン

プルを分析しても分析機関によって定量結果が異なってしまいます。 

4  第 34回 CCNFSDU（2012年 12月）では、トランス脂肪酸の定義の見直しについて、現在、WHO栄養ガイダンス専門家

諮問グループにより、飽和脂肪酸及びトランス脂肪酸に関するレビューが行われているため、この結果が得られるまで、

当該議論は行わないことで合意されています。 
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（経緯） 

 現在、コーデックス分析法（CODEX STAN 234）では、ISO（国際標準化機構）や AOAC（AOAC

インターナショナル）、AOCS（米国油化学会）等が作成した分析法について、規格作成の年

度を含む規格番号が引用されているが、これら外部の組織における規格の見直しにより、

分析法が廃止されたり規格の年度番号が変わった場合にアップデートが問題となることか

ら、その対処方針を検討するもの。 

（対処方針） 

 分析法の参照年度を完全に削除した場合、検索性が低くなり、ガイドライン等の利用者

自らが最新版であるかどうかを判断する必要が生じる。このため、ガイドラインの利用者

にとって使いやすいように、分析法策定に関係する国際機関と CCMAS とが連携してアップ

デート対応することが有効である。 

なお、CCMAS の役割として、分析・サンプリング法に関する他の国際機関との調整が規

定されており、今回の部会に先だって開催される国際機関間会合（IAM：Inter Agency 

Meeting）においても当該案件が議論されると想定される。関係国際機関の意見も踏まえ、

ガイドライン等の利用者にとって使いやすいものとなるよう適切に対応したい。 
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資料 12-(1) 

 

FAO/WHO合同食品規格計画 

第 45回コーデックス食品添加物部会 

 

日時：2013 年 3 月 18 日（月）～3 月 22 日（金） 

場所：北京（中国） 

 

仮議題 

 

1 議題の採択 

2 コーデックス総会及びその他の部会からの付託事項 

3 
FAO / WHO及び第 76 回 FAO / WHO合同食品添加物専門家会議（JECFA）から

の関心事項 

4(a) 
コーデックス規格における食品添加物及び加工助剤の食品中の最大濃度の

承認／改訂 

4(b) 
個別食品規格の食品添加物条項と GSFAの関連条項の整合をとるためのディ

シジョンツリーの適用 

4(c) 
食品添加物の摂取量の評価のためのガイドライン（CAC/GL 03-1989）の改

訂に向けた討議文書 

5(a) 

GSFA 表 3 に規定されている pH 調整剤の表 1 及び表 2 における食品添加物

条項の提案及び表 3 に規定される乳化剤、安定剤、増粘剤の表 1 及び表 2

における食品添加物条項を策定するための水平アプローチの提案 

5(b) GSFAにおけるアルミニウムを含む食品添加物条項の提案 

5(c) 
アスパルテーム・アセスルファム塩（INS 962）の食品添加物条項の原案（CL 

2012/5-FA Part B, point 7への回答） 

5(d) 

食品分類 08.0“家禽肉及び猟鳥獣肉を含む食肉及び食肉製品”におけるナ

イシン（INS 234）の使用に関する新規提案（CL 2012/5-FA Part B, point 

8への回答） 

5(e) 
食品分類 16.0“調理済み食品”における食品添加物条項の新規提案（CL 

2012/5-FA Part B, point 9への回答） 
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5(f) 
GSFAの食品添加物条項の新規／改訂の提案（CL 2012/5-FA Part B, point 10

への回答） 

5(g) 

アセスルファムカリウム（INS 950）の食品添加物条項への注釈 188の適用

及びアスパルテーム（INS 951）の食品添加物条項への注釈 191の適用の提

案 

6 食品添加物の国際番号システムの変更／追加に関する提案 

7 第 76回 JECFA会合の食品添加物の同一性及び純度に関する規格 

8(a) 
JECFA による評価のための食品添加物の優先リストへの追加及び変更の提

案（CL 2012/8-FAへの回答） 

8(b) JECFAによる着色料の再評価のための優先リストの提案 

9 その他の事項及び今後の作業 

9(a) 加工助剤のデータベース -データベースへの登録基準 

9(b) GSFAの注釈 161の提案に関する討議文書 

10 次回会合の日程及び開催地 

11 報告書の採択 

 

※ 標記会合に先立ち、2013年 3 月 15日（金）・16日（土）に GSFAに関する作業部

会が開催される予定。 
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 資料 12-(2)  
 

 

第 45 回食品添加物部会（CCFA）の主な検討議題 

 

日時：2013年 3 月 18日（月）～3月 22日（金） 

場所：北京（中国） 

 

主要議題の検討内容 

 

議題 5 （a） GSFA 表 3 に規定されている pH調整剤の表 1 及び表 2 における食品添加物条

項の提案及び表 3 に規定される乳化剤、安定剤、増粘剤の表 1 及び表 2 における食品添加

物条項を策定するための水平アプローチの提案 

（経緯） 

 これまでにGSFA（食品添加物に関する一般規格）1の表３2

 

 にある食品添加物のうち、「pH

調整剤」及び「乳化剤、安定剤、増粘剤」としての機能を有する食品添加物について、表3 

の付表にある食品分類の個別の規格及び水平アプローチ案（添加物条項を効率的に策定す

るために、｢食品分類｣を「pH調整剤」又は「乳化剤、安定剤、増粘剤」の使用が妥当なも

の、そうでないもの、ケースバイケースで判断するものに分類したもの）の作成を進めて

いる。前回の部会では、電子作業部会（議長国：アメリカ）がとりまとめた｢pH調整剤｣の

水平アプローチ案のみが議論された。「pH調整剤」の規格及び「乳化剤、安定剤、増粘剤」

の規格及び水平アプローチについては、電子作業部会（議長国：アメリカ）を設置し、引

き続き検討を行うこととされた。   

（対処方針） 

 今次部会においては、電子作業部会においてとりまとめられた｢pH調整剤｣の規格案及び

「乳化剤、安定剤、増粘剤」の規格案及び水平アプローチ案が議論される予定であり、我

が国からも、今回の作業の対象となっている食品添加物の使用実態及び使用の妥当性につ

いてコメントを提出している。それら提出した情報を基に添加物条項策定のステップが進

むよう適切に対応したい。 

 

                         
1 コーデックスおける食品添加物の最も基本的な規格。食品添加物の使用に関する一般原則（食品添加

物の安全性、使用の妥当性及び適正製造規範（GMP）の考え方等）、食品へのキャリーオーバー（食品

の原材料の製造等に使用さた食品添加物が食品中に存在すること）の考え方等の他、生鮮食品及び加工

食品を階層的に分類した「食品分類システム」や、個別の食品添加物について、使用が認められている

食品分類ごとに食品中の最大濃度を規定した「食品添加物条項」等から構成されている。   
 
2 JECFA における評価の結果、「ADI（一日摂取許容量）を特定しない」と評価された食品添加物がリ

スト化されている。これらの添加物については、GMP の原則に従って使用する場合には食品全般での

使用が許容されており、具体的な規格（対象食品分類及び食品中の最大濃度）を設定する必要はない。

ただし、表 3 の付表に掲載された特定の食品分類に、表 3 にある食品添加物を使用する場合は、表 1
及び表 2 に個別に食品中の最大濃度を規定する必要がある。  
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議題 5 （b）GSFA におけるアルミニウムを含む食品添加物条項の提案 

（経緯） 

JECFA（FAO/WHO 合同食品添加物専門家会議）3におけるアルミニウムのリスク評価の結果、

PTWI（暫定耐容週間摂取量）4

 

が変更されたことに伴い、GSFAの食品添加物条項を見直しを

進めている。これまでに、アルミニウムを含む食品添加物の食品中の最大濃度はアルミニ

ウム換算し、かつ具体的な数値を表記するべきこと、数値表記されていない添加物条項は

廃止又は作業を中止することで合意している。前回の部会においては時間の制約から、提

案された個別の食品添加物条項の勧告（採択、さらなる検討、コメントの回付及び廃止又

は中止）のうち、食品添加物条項を廃止又は中止するもののみが議論された。残りの食品

添加物条項については、電子作業部会（議長国：アメリカ）を設置し、引き続き検討を行

うこととされた。   

（対処方針） 

 今次部会においては、電子作業部会において作成した討議文書が議論される予定であり、

我が国からも、最大濃度の見直しや注釈による対象食品の限定を検討しつつ、使用実態や

使用の妥当性についてのコメントを提出している。それら提出した情報を基に規格の見直

し作業が進むよう適切に対応したい。 

 

議題 5 （c）アスパルテーム・アセスルファム塩（INS 962）の食品添加物条項の原案（CL 

2012/5-FA Part B, point 7 への回答） 

（経緯） 

前回の部会において、アスパルテーム・アセスルファム塩の二つの食品添加物条項の原

案（食品分類 14.1.3.1 果物ネクター、食品分類 14.1.3.3 果物ネクターの濃縮物）につい

て各国のコメントを求めることとされた。 

 

（対処方針） 

 今次部会では、各国のコメントを考慮して添加物条項案が議論される予定である。我が

国からは特段のコメントは提出していないが、各国のコメントを踏まえ、適宜対応したい。 

 

議題 5 （d）食品分類 08.0“家禽肉及び猟鳥獣肉を含む食肉及び食肉製品”におけるナイ

シン（INS 234）の使用の新規提案（CL 2012/5-FA Part B, point 8 への回答） 

（経緯） 

前回の部会において、食品分類 08.0｢家禽肉及び猟鳥獣肉を含む食肉、及び猟鳥獣肉｣の

ナイシンの添加物条項の作業を中止し、食品分類 08.0の下位分類に対する添加物条項の提

                         
3  FAOとWHOが合同で運営する専門家の会合として、1956 年から活動を開始。FAO、WHO、それ

らの加盟国およびコーデックス委員会に対する科学的な助言機関として、添加物、汚染物質、動物用

医薬品などの安全性評価を行っている。 
 
4 摂取し続けても、健康への悪影響がないと推定される一日当たりの摂取量を耐容一日摂取量といい、

一週間当たりの摂取量を耐容週間摂取量という。意図的に使用されていないにもかかわらず食品中に

存在する化学物質(重金属、かび毒など)を経口摂取する場合でも、健康への悪影響がないと推定される

量を耐容摂取量という。   
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案を各国から受け付けることとされた。 

 

（対処方針） 

今次部会では、各国の提案に基づく添加物条項案が議論される予定であり、我が国から

も、ナイシンの食肉加工品への使用実態及び使用の妥当性についてコメントを提出してい

る。それら提出した情報を基に規格策定のステップが進むよう適切に対応したい。 

 

議題 5 （e）食品分類 16.0“調理済み食品”における食品添加物条項の新規提案（CL 2012/5-FA 

Part B, point 9 への回答） 

（経緯） 
これまで、食品分類 16.0 の範囲が不明確であることから、食品分類 16.0 の必要性やそ

の詳細な解説の記述について議論を続けてきた。前回部会において、食品分類 16.0 の表

題及び解説文が合意され、既に食品分類 16.0 として規格が策定されていた食品添加物条

項の廃止、規格策定段階にある食品添加物条項の作業の中止が合意された。食品分類 16.0 
の定義が新しくなったことを受けて、各国から食品分類 16.0 への食品添加物条項の新規

提案を受け付けることとされた。 
 
（対処方針） 
今次部会では、各国の提案に基づく添加物条項案が議論される予定である。我が国から

は特段のコメントは提出していないが、各国の提案を踏まえ、適切に対応したい。 
 

議題 5 （f）GSFA の食品添加物条項における新規添加物条項及び／又は改訂の提案（CL 

2012/5-FA Part B, point 10 への回答） 

（経緯） 

 前回の部会において、GSFAの添加物条項の新規提案や改訂の提案を各国から受け付ける

こととされた。 

 

（対処方針） 

 今次部会では、各国の提案に基づく添加物条項案が議論される予定である。我が国から

は特段のコメントは提出していないが、各国の提案を踏まえ、適宜対応したい。 

 

議題 5 （g）アセスルファムカリウム（INS 950）の食品添加物条項への注釈 188 の適用及

びアスパルテーム（INS 951）の食品添加物条項への注釈 191 の適用の提案 

（経緯） 

 JECFA におけるアスパルテーム・アセスルファム塩のリスク評価の結果、アスパルテー

ム・アセスルファム塩として別に ADI を設定するのではなく、既に設定されているアスパ

ルテーム及びアセスルファムカリウムのそれぞれの ADI が適用されることとなった。アス

パルテーム及びアセスルファムカリウムのそれぞれの食品由来の摂取量が ADI を超過しな

いようにするため、これまでの部会において、アセスルファムカリウムの添加物条項に注

釈 188（アセスルファムカリウム単独又はアスパルテーム・アセスルファム塩との組み合

わせでの食品中の最大濃度を超えない）を、アスパルテームの添加物条項に注釈 191（ア
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スパルテーム単独又はアスパルテーム・アセスルファム塩との組み合わせでの食品中の最

大濃度を超えない）をそれぞれつけることとしていた。前回の部会において、アスパルテ

ーム・アセスルファム塩の添加物条項がない食品分類に当該注釈が付けられているなど、

注釈の内容やその適用方法に問題があるとの指摘があった。この問題を解決するため、米

国が討議文書を準備することとされた。 

 

（対処方針） 

 今次部会では、注釈 188、注釈 191 の修正案やその適用方法が議論される予定である。

現在示されている注釈の修正案は次のとおり。 

注釈 188：アスパルテーム・アセスルファム塩とともに使用する場合は、その使用量をア

セスルファムカリウムに換算した量とアセスルファムカリウムの使用量の合計が規格に規

定されている量を超えない 

注釈 191：アスパルテーム・アセスルファム塩とともに使用する場合は、その使用量をア

スパルテームに換算した量とアスパルテームの使用量の合計が規格に規定されている量を

超えない 

我が国としては、アスパルテーム・アセスルファム塩は日本では使用が認められていな

い添加物であるが、その規格が策定されることで、アスパルテームまたはアセスルファム

カリウムの摂取量が ADIを超過する懸念が生じないよう、適宜対処ありたい。 

 

議題 8 （b）JECFA による着色料の再評価のための優先リストの提案 

（経緯） 
1956 年以降に JECFA によって評価された 107 の着色料を再評価するために、優先リス

トの作成を進めている。前回の部会においては、着色料の再評価の優先順位を付けるため

の当面の規準（JECFA の評価の時期、新たな毒性試験の結果の有無、摂取量の増加等の項

目ごとに評価し、その集計結果により 10 段階に分類するというもの）が合意された。また、

電子作業部会（議長国：カナダ）を設置し、メンバー国及び業界団体から当該着色料に関

する情報を収集し、当該規準に基づき優先リストを作成することとされた。 
 
（対処方針） 
今次部会では、電子作業部会において作成した着色料の優先リストが議論される予定で

ある。我が国も電子作業部会に参加し、毒性試験の結果及び優先リストを提出している。

それらの情報を基に再評価が効率的に実施されるよう適切に対応したい。 
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（参考 : GSFA表１） 

食品添加物部会におけるGSFA添加物条項の検討例 
SORBATES 
INS 200   Sorbic acid                         Functional Class:  Preservative 

INS 201   Sodium sorbate                 Functional Class:  Preservative 

INS 202   Potassium sorbate            Functional Class:  Preservative 

INS 203   Calcium sorbate                Functional Class:  Preservative 

FoodCatNo      FoodCategory                            MaxLevel       Notes       Step      Year 
01.1.2                   Dairy-based drinks, flavoured            300 mg/kg           42               6 

            and/or fermented (e.g., chocolate 

                             milk, cocoa, eggnog, drinking 

                             yoghurt, whey-based drinks  

01.2.2                   Renneted milk (plain)                         1000 mg/kg          42               6 

03.0                      Edible ices, including sherbet          1000 mg/kg          42               6 

                             and sorbet 

 

（注１）Note 42 : As sorbic acid 

（注２）本表は、第44回CCFAの作業文書（FA/44 INF/01）から「SORBATES」部分を一部抜粋 

食品分類
番号 食品中の 

最大濃度 

機能クラス 

食品分類名 
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  資料 13 

 

 

コーデックス糖類部会（CCS）の活動状況について 

 

１． コーデックス糖類部会について 

 付託事項：すべての種類の糖類及び糖類製品の全世界規格の策定。 

 イギリスを議長国として、第 1回会合（1964年）～第 7回会合（2000

年）を開催の後、休眠。 

 第 34 回コーデックス総会（2011 年）において、さとうきびを煮詰

めてそのまま固めた含みつ糖のコーデックス規格を策定するために、

提案国であるコロンビアを議長国として、部会を再開することを決

定。ただし、部会会合は開催せず、議論は通信のみで行う。 

 

２． 議論の状況 

 『パネラの規格原案（コロンビア提案）』（2012年 1月回章）への各

国・オブザーバーからのコメントをコロンビアが取りまとめ、規格

の名称等を修正（第 1ラウンド）。 

 『分蜜せずに脱水したサトウキビ汁の規格原案』（2012年 12月回章、

本年 1 月末〆切）への各国・オブザーバーからのコメントを現在コ

ロンビアが取りまとめ中（第 2ラウンド）。 

 我が国からは、これまで、 

① 規格の名称は、一地域の製品名である「パネラ」ではなく、英

語の一般名とするべきこと 

② 規格案では保存性を悪くする還元糖について最小値が定めら

れているが、定めるならば最大値ではないかということ 

等のコメントを提出。 

 部会議長国であるコロンビアは、次回のコーデックス総会（本年 7

月）において、ステップ 5/8 にて最終採択されることを希望してい

る状況。 
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動物用医薬品の安全確保

薬事法（昭和35年法律第145号）
目的（１条）

医薬品の定義（２条）

製造販売業・製造業の許可、製造
販売の承認等(１２条～２３条)

医薬品販売業の許可等
(２４条～４０条の４)

検定(４３条)

医薬品等の取扱い､広告､監督､治
験等(４４条～８２条)

・医薬品等の品質、有効性及び安全性の確保のために必要な規制等
を行うことにより、保健衛生の向上を図る

・医薬品、医薬部外品、医療機器（動物用の化粧品はない）の定義

・医薬品等の製造販売業・製造業の大臣の許可
・医薬品等の品目ごとの大臣の承認
・承認の際の薬事・食品衛生審議会への意見聴取※

・製造販売後の有効性・安全性についての再審査等

・医薬品等の販売業（店舗販売業、配置販売業及び卸売販売業）の
知事の許可

・指定医薬品以外の医薬品を販売するための資質の確認のための
知事による試験（登録販売者試験）の実施

・高度管理医療機器等の販売業等の知事の許可
・管理医療機器の販売業等の知事への届出
・医療機器の修理業の大臣の許可

・大臣の指定する医薬品の検定

・毒劇薬及び要指示医薬品の販売方法の制限、立入検査、改善命令、
治験（承認申請に必要な臨床試験）の届出等

動物用医薬品の製造・輸入の禁止
(８３条の２)

・動物用医薬品の無許可での製造、輸入の禁止等

未承認医薬品の使用の禁止
(８３条の３)

・未承認医薬品の食用動物への使用禁止

動物用医薬品等の使用の規制
(８３条の４､８３条の５)

・畜水産物中に残留するおそれのある医薬品について、使用者が遵
守すべき基準の農林水産大臣による設定

※ 薬事・食品衛生審議会の下に、動物用医薬品等部会を設置

動物用医薬品の読替規定
(８３条）

・動物用医薬品に適用される規定の読替（厚生労働大臣→農林水産
大臣、厚生労働省令→農林水産省令等）

動物用医薬品の店舗販売業の許
可の特例(８３条の２の２）

・地域における医薬品販売業の普及の状況等を勘案し、薬剤師等が
いない場合の店舗販売業の知事の特例許可

１ 薬事法の概要

1 －消費・安全局畜水産安全管理課－
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・畜産農家
・養殖業者

農
林
水
産
省

個人による無許可輸入・製造の禁止

と畜場・食鳥処理場等へ

２ 動物用医薬品の安全確保体制

食品についての規制（食品衛生法）
（残留規制：ポジティブリスト制度）

厚
労
省

外国製造業者（認定）国内製造業者（許可）

製造販売業者（許可）

販売業者（許可）

獣医師

①
獣
医
師
の
診
断

輸入

③販売

使用

④使用

医薬品の製造販売承認制度
市販後安全対策

要診察医薬品制度
要指示医薬品制度
使用規制制度

未承認医薬品の使用禁止

販売

動物用医薬品の使用基準の設定
（牛、豚、鶏、養殖水産動物等の食用動物）

②獣医師の指示

家畜等

３ 動物用医薬品販売の現況

・販売高の推移
単位：億円

年次 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

販売高 804 761 837 807 814

うち輸入販売高 303 291 377 334 337

・販売業者数の推移 (各年４月１日現在)

年次 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

一般販売業者数 5,847 5,533 4,511 3,920 3,756 

特例販売業者数 8,963 8,611 8,574 7,896 8,536 

食
安
委

2 －消費・安全局畜水産安全管理課－
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目的： 動物の命 と 食の安全 を守る

製造

医薬品の開発

承認審査

国家検定

命令検査、収去検査

承認等技術的審査

○動物用医薬品の開発から使用までの各段階での業務概要 (平成20年度）

★動物用医薬品等の承認：276件
★承認申請資料の信頼性確保
→GLP, GCP調査施設： 10カ所
→GMP適合性調査： 86件

★製剤基準、検定基準の作成： 65件
★国家検定（申請）： 715件
★検査命令による検査： 9件
★収去医薬品の検査： 42件

動物用医薬品の品質等の確保

★承認後の医薬品の再審査・再評価
→再審査の実施： 61件
→再評価資料の収集： 2,760件

★副作用情報の収集： 197件

承認後の医薬品の安全性・有効性

動物用医薬品等の開発

★承認相談： 187件
★治験計画の調査： 103件（変更届を含
む。）

承認相談

製
造
販
売
承
認

使用の現場

6 －消費・安全局畜水産安全管理課－
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